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○ 住宅ストックについて、耐震性・バリアフリー・断熱性 の対応状況毎のストック数推計を実施した
結果、居住している住宅ストックのうち、耐震性のない住宅は全国で約900万戸。

○ 耐震改修だけでなく、耐震性能を向上させるための建替えも重要。

将来世代に
継承できる
良質な住宅

の供給

既存住宅の流通（売買・賃貸）・他用途への転換・適切な維持管理の促進

空き家内訳
賃貸用：約430万戸

売却用：約30万戸

二次的：約40万戸

その他：約320万戸

建替え等
による対応

良好な居住環境の形成、コンパクトシティ、小さな拠点の形成等

（建替え等）

人が居住している住宅ストック総数 約5210万戸

住宅ストック総数 約6063万戸

リフォーム等
による性能の向上

577万戸 1024万戸

449万戸

3万戸
50万戸

34万戸 159万戸

戸建・長屋建 等（2,670万戸）
102
万戸

（1,407万戸）

バリアフリー・省エネ
をどちらか満たす

バリアフリー・省エネを
いずれも満たさない

（約2,200万戸） （約1,500万戸）

空き家など

（約850万戸）
（約１,300万戸）

（約200万戸）

バリアフリー・省エネをいずれも満たす

昭和55年
以前建築

戸建・長屋の約３/４が

共同住宅の約１/４が

耐震性なし

(約900万戸)
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○全住宅流通量（既存流通＋新築着工）に占める既存住宅の流通シェアは約14.7％（平成25年）であ
り、大きくなりつつある。

○しかし、欧米諸国と比べると１／６～１／５程度と低い水準にある。

【既存住宅流通シェアの国際比較】【既存住宅流通シェアの推移】

出典：住宅・土地統計調査（総務省） 、住宅着工統計（国土交通省）
（注）平成5（1993）年、平成10（1998）年、平成15（2003）年、平成20（2008）年、平成25（2013）年の

既存住宅流通量は1～9月分を通年に換算したもの。
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（資料）日本：総務省「平成25年住宅・土地統計調査」、国土交通省「住宅着工統計（平成26年計）」
（データは2013年）アメリカ：U.S.Census Bureau 「New Residential Construction」,「National 
Association of REALTORS」（データは2014年）http://www.census.gov/ http://www.realtor.org/
イギリス：Department for Communities and Local Government「Housing Statistics」（データは2013年）
（http://www.communities.gov.uk/） フランス：Ministère de l'Écologie, du Développement durable et 
de l'Énergie「Service de l'Observation et des Statistiques 」「Conseil général de l'environnement et du 
développement」（データは2013年）http://www.driea.ile-defrance.developpement-durable.gouv.fr

注１）フランス：年間既存住宅流通量として、毎月の既存住宅流通量の年換算値の年間平均値を採用
した。
注２）イギリス：住宅取引戸数は取引額4万ポンド以上のもの。これにより、データ元である調査機関
のHMRC（英国歳入関税庁）は、全体のうちの12％が調査対象からもれると推計している。

○住宅リフォーム市場規模は約6.8兆円（平成28年）と推計されている。
○我が国の住宅投資に占めるリフォーム投資の割合は26.7%で、欧米諸国と比較して小さい。
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【住宅投資に占めるリフォーム投資の
割合の国際比較】

【 住宅リフォームの市場規模（推計）の推移 】

出典：（財）住宅リフォーム・紛争処理支援センターによる推計

＜注１＞ 推計には、分譲マンションの大規模修繕等共用部分のリフォーム、賃貸住宅所有者による賃
貸住宅のリフォーム、外構等のエクステリア工事は含まれない

＜注２＞ 「広義のリフォーム」は、戸数増を伴う増築・改築工事費と、リフォーム関連の家庭用耐久消費
財、インテリア商品等の購入費を加えた金額

出典：
日本（H27・2015年）：国民経済計算（内閣府）及び（財）住宅リ

フォーム・紛争処理支援センターによる推計値
イギリス・フランス・ドイツ（H24・2012年） ： ユーロコンストラクト資料

＜注＞住宅投資は、新設住宅投資とリフォーム投資の合計額
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●我が国において、建築物部門（住宅＋非住宅）は全エネルギー消費量の３割以上を占め、産業、運輸部門に比べ
て過去２０年の増加が著しいため、省エネ対策の強化が求められている。CO２排出量についても、他部門に比べ
増加傾向が顕著。

●省エネ基準適合率について、大規模非住宅はこれまでの規制強化により約9割に達しており、住宅は近年約３～５
割で推移している。

【最終エネルギー消費の推移】

出典:平成25年度エネルギー需給実績（速報）（資源エネルギー庁）
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▲12.5％
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▲0.7％

（非住宅） +44.6％

（住宅） +20.0％

（ペタジュール）
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【CO２排出量の推移】
産業部門 482→430（▲10.8%減）

出典:平成25年度エネルギー需給実績（速報）（資源エネルギー庁）

運輸部門 217→222（2.3%増）

（非住宅） 164→281（71.2%増）

（住宅） 127→203（59.0%増）

エネルギー転換部門 67.9→88.0（29.7%増）

建築物部門 291→484（66.3%増）
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【省エネ基準適合率の推移】

当該年度に建築確認された非住宅建築物のうち、省エネ判断基準（平成
11年基準）に適合している非住宅建築物の床面積の割合

[新築非住宅]
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全体推計は住宅の断熱水準別戸数分布調査による推計値（戸数の割合）。
第１種、第２種は当該年度に届出された建築物のうち、省エネ判断基準（平成
11年基準）に適合している建築物の床面積の割合

[新築住宅]

○ 2015年７月、「日本の約束草案」を地球温暖化対策推進
本部において決定、国連気候変動枠組条約事務局に提出。

○ 「日本の約束草案」では、2030年度に2013年度比
26.0％減（2005年度比25.4％減）の水準とする。

○ 2015年12月、COP21（気候変動枠組条約 第21回締約国
会議）において、全ての国が参加する2020年以降の温室
効果ガス排出削減等のための新たな国際枠組みとして、
パリ協定を採択。

○ パリ協定を踏まえ、「日本の約束草案」で示した中期目標
（2030年度削減目標）の達成に向けて、地球温暖化対策
計画を策定（2016年5月13日閣議決定）。

エネルギー起源CO2の各部門の排出量の目安

パリ協定採択までの経緯と今後のスケジュール

C
O
P
17

C
O
P
21

2020年2015年

2020年以降の
新たな枠組みの議論

（特別作業部会）

2020年以降の
新たな枠組みの議論

（特別作業部会）

7月
約束草案の提出

パ
リ
協
定
の
発
効

2016年

11月
適応計画の提出

世界総排出量の55%以上の排出量を
占める55カ国以上の締約国が協定を
締結した日の後30日目に効力を生じる
2016年11月4日発効

4月
署名式典にて署名

パリ協定発効に向けた準備
（特別作業部会）

パリ協定発効に向けた準備
（特別作業部会）

パリ協定の実施に向けて
詳細なルールを議論

2011年

2013年度
実績

2030年度
の排出量
の目安

（参考）
削減率

エネルギー起源CO2 1,235 927 ▲25％

産業部門 429 401 ▲7％

業務その他部門 279 168 ▲40％

家庭部門 201 122 ▲39％

運輸部門 225 163 ▲28％

ｴﾈﾙｷﾞｰ転換部門 101 73 ▲28％

※ 温室効果ガスには、上記エネルギー起源CO2のほかに、
非エネルギー起源CO2、一酸化二窒素、メタン等があり、
これらを含めた温室効果ガス全体の削減目標が▲26.0％
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目標4 住宅すごろくを超える新たな住宅循環システムの構築
(1) 「住宅すごろく」（住宅購入でｺﾞｰﾙ）を超えて、適切な維持管理やﾘﾌｫｰﾑの実施により、価値が低下せず、
魅力が市場で評価され、流通することにより、資産として次の世代に承継されていく新たな流れの創出

(2) リフォーム投資の拡大と住み替え需要の喚起により、多様な居住ニーズに対応するとともに、人口減少時代
の住宅市場の新たな牽引力を創出

(1) 耐震性を充たさない住宅(約900万戸)、省エネ性を充たさない住宅やバリフリ化されていない住宅等の
建替えやリフォームなどにより、安全で質の高い住宅ストックに更新

(2) 多数の区分所有者の合意形成という特有の難しさを抱える老朽化マンションの建替え・改修を促進し、
耐震性等の安全性や質の向上を図る

目標5 建替えやリフォームによる安全で質の高い住宅ストックへの更新

（基本的な施策）
○耐震性を充たさない住宅の建替え等による更新
○リフォームによる耐震性、耐久性等（長期優良化等）、省エネ性の向上と適切な維持管理の促進 等

（基本的な施策）
○資産としての価値を形成するための施策の総合的な実施

・建物状況調査、住宅瑕疵保険等を活用した品質確保、住宅性能表示、住宅履歴情報等を活用した消費者への情報提供の
充実、既存住宅の価値向上を反映した評価方法の普及・定着 等

○長期優良住宅等の良質で安全な新築住宅の供給 等

(1) 後継者不足に加え少子化の影響で担い手不足が深刻化する中で、住生活産業の担い手を確保・育成し、
地域経済を活性化するとともに、良質で安全な住宅を供給できる環境を実現 （以下、略）

目標７ 強い経済の実現に貢献する住生活産業の成長

（基本的な施策）
○地域経済を支える地域材を用いた良質な木造住宅の供給促進やそれを担う設計者や技能者の育成等の生産体制整備
○伝統的な技術を確実に承継し発展させるとともに、CLT（直交集成板）等の部材・工法等の新たな技術開発を推進 等

4



【機密
性２】

＜memo＞
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（１）良質な住宅ストックの形成に向けた取組み

・長期優良住宅認定制度

・長期優良住宅化リフォーム推進事業

・住宅のリフォームに係る税の特例措置

・住宅の新築に係る税の特例措置

・住宅リフォーム事業者団体登録制度

（２）住宅ストックの資産価値向上と流通促進に向けた取組み
・住宅ストック維持・向上促進事業

・安心R住宅

・建物状況調査の実施体制の整備

・住宅履歴情報

・住宅瑕疵等に係る情報インフラ整備事業

（３）IoT技術等を活用した次世代住宅の普及に向けた取組み

・サステナブル建築物等先導事業（次世代住宅型）
7



（１） 良質な住宅ストックの形成に向けた取組み

「長期優良住宅の普及の促進に関する法律（H21.6施行）」に基づく長期優良住宅に係る認定制度の創設

ストック重視の住宅政策への転換 [＝住生活基本法の制定(H18.6）]背景

認定基準

① 劣化対策

② 耐震性

③ 維持管理・更新の
容易性

<1>住宅の長寿命化の
ために必要な条件

<2>社会的資産として
求められる要件

④ 可変性
（共同住宅のみ）

⑥ 基礎的な
バリアフリー性能
（共同住宅のみ）

⑤ 高水準の
省エネルギー性能

<4>その他
必要とされる要件

⑧ 住環境への配慮

⑨ 住戸面積

⑦ 維持保全計画の提出

特例措置

認定実績

○ 長期優良住宅の建築・維持保全に関する計画を所管行政庁が認定
○ 認定を受けた住宅の建築にあたり、税制・融資の優遇措置や補助制度の適用が可能
○ 新築に係る認定制度は平成21年6月より、増改築に係る認定制度は平成28年4月より開始

＜１．税制＞
【新 築】所得税／固定資産税／不動産取得税／登録免許税の特例措置
【増改築】所得税／固定資産税（平成29年度税制改正による）

＜２．融資＞
住宅金融支援機構の支援制度による金利の優遇措置

＜３．補助制度＞
【新 築】中小工務店等に対する補助
【増改築】既存住宅の長寿命化に資する取組に対する補助

<3>長く使っていく
ために必要な要件

【新築】累計実績（H21.6～H29.3）
808,583戸（一戸建て：789,863戸、共同住宅等：18,720戸）
※H28年度 … 109,373戸（住宅着工全体の11.2％）
一戸建て：108,085戸（住宅着工全体の24.9％）
共同住宅等：1,288戸（住宅着工全体の 0.2％）

【増改築】累計実績（H28.4～H29.3）
127戸（一戸建て：100戸、共同住宅等：27戸）

（１） 良質な住宅ストックの形成に向けた取組み

長期優良住宅の建築・維持保全を

しようとする者（建築主等）
所管行政庁

認定基準に基づく審査

①長期に使用するための構造
及び設備（長期使用構造等）

劣化対策／耐震性／省エネ/維持管理・更新の容易性
等

②居住環境等への配慮
地区計画／景観計画 等

③住戸面積

④維持保全の期間・方法 等

報告の徴収

助言・指導、改善命令、認定の取消し

建築・維持保全に関する計画の作成

<長期優良住宅建築等計画>

１．認定申請書

２．設計内容説明書

３．その他図面等

４．各種計算書

記録（住宅履歴情報）の作成及び保存

認定時の書類、定期点検結果等の保

存

定期点検と

必要な補修・交換等

申請

認定

建
築
計
画

維
持
保
全

建
築

※着工前
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（１） 良質な住宅ストックの形成に向けた取組み

長期優良住宅の認定基準では、住宅性能表示制度を引用している

新築住宅の住宅性能表示制度とは、「住宅の品質確保の促進等に関する法律」の規定により、住宅の基本的な性能について、

共通のルール（国が定める日本住宅性能表示基準・評価方法基準）に基づき、

公正中立な第三者機関（登録住宅性能評価機関）が

設計図書の審査や施工現場の検査を経て等級などで評価し、

建設住宅性能評価書が交付された住宅については、迅速に専門的な紛争処理が受けられる

平成12年度から運用が実施された任意の制度である。

●性能評価項目のイメージ 10分野33項目について
等級等による評価等を行う。

例「構造の安定」の場合

項目 等級 具体的な性能

1-1耐震等級
（構造躯体の
倒壊等防止）
【地震等に対
する倒壊の
しにくさ】

等級３
極めて稀に（数百年に一回）発生する地震による力の1.5倍の力
に対して建物が倒壊、崩壊等しない程度

等級２
極めて稀に（数百年に一回）発生する地震による力の1.25倍の
力に対して建物が倒壊、崩壊等しない程度

等級１

極めて稀に（数百年に一回）発生する地震による力に対して建
物が倒壊、崩壊等しない程度

＝建築基準法がすべての建物に求めている最低基準

温熱環境・エネルギー消費量

●住宅性能表示制度の実績（H12年度～H28年度）

1,498
13,214

24,706
42,036

54,061
58,217

61,945

61,109
65,550

77,166
93,278

92,092
93,693

100,339

88,312
96,190

105,145

9,749

48,457

68,939

95,178
109,177

137,077

193,562

156,341

134,547

71,291

100,303105,656109,267
131,297

107,661
104,046

121,845

1.9%

5.3%

8.2%

11.7%

13.7% 15.6%

19.9%

21.0%
19.3%

19.1%

23.6%
23.5%22.7%23.5%

22.3%21.7%
23.3%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

0

50,000

100,000

150,000

200,000

H12H13H14H15H16H17H18H19H20H21H22H23H24H25H26H27H28
戸建住宅 共同住宅 新築住宅着工数比

3 
125 116 97 93 90 76 52 88 137 127 117 132 141 137 

0 
96 106 56 

556 

259 232 
304 275 300 245 

445 

192 250 239 

0

500

1,000

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

戸建住宅 共同住宅

・平成28年度の実績は約380戸、制度開始からの累計実績は約5,100戸※

※新築住宅は設計住宅性能評価書、既存住宅は建設住宅性能評価書の交付ベースで集計

・平成28年度の実績は約23万戸、新設住宅の約23％が住宅性能表示制度を利用※

■ 既存住宅

■ 新築住宅

（１） 良質な住宅ストックの形成に向けた取組み

新築 増改築

補
助
金

地域型住宅グリーン化事業（長寿命型）

中小工務店等が整備する木造の長期優良住宅につ
いて支援
【補助限度額】100万円／戸 等

長期優良住宅化リフォーム推進事業

既存住宅の長寿命化に資するリフォーム等について
支援
【補助率】補助対象経費の１／３
【補助限度額】200万円／戸 等

税
制
特
例

以下の税における特例措置
所得税（住宅ローン減税、投資型減税）

登録免許税

不動産取得税

固定資産税

以下の税における特例措置
所得税（ローン型減税、投資型減税）

固定資産税

融
資

【フラット35】Ｓ （金利Ａプラン）
フラット35の借入金利を当初10年間、0.25%引き下
げ

【フラット50】
償還期間の上限が50年間。住宅売却の際に、購入

者へ住宅ローンを引き継ぐことが可能。

【フラット35】Ｓ （金利Ａプラン）
フラット35の借入金利を当初10年間、0.25%引き下げ

【フラット35】リノベ （金利Ａプラン）
フラット35の借入金利を当初10年間、0.6%引き下げ

【フラット50】
償還期間の上限が50年間。住宅売却の際に、購入

者へ住宅ローンを引き継ぐことが可能。

※いずれも認定を受けた住宅を取得する場合又は認定を受けていない住
宅を取得し、リフォームを実施して認定を受ける場合に利用可能
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（１） 良質な住宅ストックの形成に向けた取組み
平成３０年度予算案 ：４２億円

○ 「安心Ｒ住宅」制度への対応について

• 平成３０年４月１日から標章の付与が始まる「安心Ｒ住宅」制度（後掲）に
係るものについて、登録団体による公募・事前採択の対象とする。

• 安心Ｒ住宅制度の登録団体は、本補助事業に取り組む買取再販業者又はリ
フォーム事業者の一覧、実施予定戸数（評価基準型、認定長期優良住宅型、
高度省エネルギー型の別）等を明らかにして応募する。

• 採択された場合、応募時の一覧に掲載された買取再販業者・リフォーム事業
者の情報を、登録団体名とともに、本事業のホームページにおいて公表する｡

○ 応募・申請方法について

• 高度省エネルギー型については、事前採択を行わず、通年申請のみとする。

平成30年度事業の平成29年度事業からの変更点（予定）

（１） 良質な住宅ストックの形成に向けた取組み

質の高い住宅ストックの形成及び子育てしやすい環境の整備を図るため、既存住宅の長寿命化や
三世代同居など複数世帯の同居の実現に資するリフォームを推進する。

１．目的

① リフォーム工事前にインスペクションを行うとともに、維持保全計画及びリフォームの履歴を作成すること。

② リフォーム工事後に次のａ及びｂの性能基準を満たすこと。
（若者が既存住宅の購入から１年以内にリフォーム工事を着手する場合、要件ｂの適用は不要）

a. 劣化対策及び耐震性（新耐震基準適合等）の基準

b. 省エネルギー性、維持管理・更新の容易性、高齢者等対策(共同住宅)、可変性(共同住宅)のいずれかの基準

③ ②ａ、ｂの性能項目のいずれかの性能向上に資するリフォーム工事又は三世代同居対応改修工事を行うこと。

２．要件

三世代同居対応改修工事
キッチン・浴室・トイレ・玄関の増設

玄関（外階段）の増設キッチンの増設

トイレ・浴室の増設

○インスペクションの実施

○性能の向上

• 劣化対策

• 耐震性

• 省エネルギー性

• 維持管理・更新の容易性
等

○維持保全計画の作成

○三世代同居対応改修

例）軸組等の補強

耐震性

例）外壁の断熱

省エネルギー性

例）維持管理更新容
易性の向上

維持管理・更新の容易性

例）床下防湿・防蟻措置

劣化対策
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（１） 良質な住宅ストックの形成に向けた取組み

② その他性能向上工事
①以外の性能向上工事

• インスペクションで指摘を受
けた箇所の改修工事（外壁、
屋根の改修工事等）

• バリアフリー工事

• 環境負荷の低い設備への改修

• 一定水準に達しないｃ～ｆの
性能向上に係る工事 等

以下の事業者

・リフォーム工事の施工業者
（発注者を共同事業者とします。発注者は補助事業

者になることはできません。）

・買取再販業者

５．補助対象

① 特定性能向上工事
以下の性能項目の基準を満たす
ための性能向上工事

a.劣化対策

b.耐震性

c.維持管理・更新の容易性

d.省エネルギー対策

e.高齢者等対策（共同住宅のみ）

f .可変性（共同住宅のみ）
※ただし、①の工事費を限度

補助対象外の工事

・単なる設備交換
・内装工事
・間取り変更工事
・意匠上の改修工事２）三世代同居対応改修工事に要する費用

キッチン・浴室・トイレ・玄関の増設に係る工事

※ただし、工事完了後、いずれか２つ以上が複数か所あること

• インスペクション費用

• リフォーム履歴作成費用

• 維持保全計画作成費用

• リフォーム瑕疵保険の保険料

３．補助事業者 ４．インスペクション結果の反映

・インスペクションで劣化事象等不具合が指摘された
場合、以下のいずれかの措置をとること。

ａ．リフォーム工事の内容に含めて改修

ｂ．維持保全計画に補修時期又は点検時期を明記

１）長期優良住宅化リフォーム工事に要する費用

特定性能向上工事において満たすべき基準は、長期優良住宅（増改築）認定基準と評価基準がある。

事業タイプは、リフォーム後の住宅の性能に応じ、次のとおりとする。（※1）

① 評価基準型 …劣化対策、耐震性及びその他いずれかの性能項目で評価基準に適合するもの（※2）

② 認定長期優良住宅型 …長期優良住宅（増改築）の認定を受けるもの

③ 高度省エネルギー型 …②のうち、一次エネルギー消費量が省エネ基準比２０％削減されるもの（※3）

（１） 良質な住宅ストックの形成に向けた取組み

長期優良住宅（増改築）
認定基準

評価基準

劣化対策 耐震性 省エネ性 維持管理

≪戸建住宅の場合におけるリフォーム後の性能≫

① ① ① ①② ② ② ②③ ③ ③ ③

太陽光発電を除いた
一次エネルギー消費量が
省エネ基準比▲２０％

特定性能向上工事特定性能向上工事

その他性能向上工事その他性能向上工事

※1 既に基準に達している場合に、これらの工事の実施を必要とするものではないので、三世代改修対応工事や省エネ性に
係る特定性能向上工事等のみ実施することも可能

※2 若者が既存住宅の購入から１年以内にリフォーム工事を着手する場合は、劣化対策及び耐震性について評価基準に適合
すればよい

※3 一次エネルギー消費量は太陽光発電による削減量を反映しない（控除しない）ものとする

６．リフォーム後の性能
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（１） 良質な住宅ストックの形成に向けた取組み

事業タイプ 評価基準型 認定長期優良住宅型 高度省エネルギー型

補助限度額 １００万円／戸 ２００万円／戸 ２５０万円／戸

（１５０万円／戸） （２５０万円／戸） （３００万円／戸）

補助額
（工事費分）

①単価積上方式で算出した額 ①単価積上方式で算出した額

②補助率方式で算出した額

（事業者単位でいずれか選択）

②補助率方式で算出した額

三世代同居対
応改修工事を
実施する場合

※ 共同住宅（長屋建て及び併用住宅は含みません）の共用部分については、事業タイプによらず補助率方式によること

※ 認定長期優良住宅型の場合は、事業者単位で①又は②のいずれかの方式を選択すること（混用不可）

※ 三世代同居対応改修工事については、いずれの事業タイプとも５０万円／戸を限度として補助（三世代同居対応改
修工事の補助額は、長期優良住宅化リフォームの補助額算出方法にあわせること）

※ インスペクション等に係る補助額は、所要額に補助率１／３を乗じて得た額を補助

７．補助額・補助限度額

① 単価積上方式
• 実施する長期優良住宅化リフォーム工事の内容に応じ、別に定める補助工事単価を積み上げた額に補助

率（１／３）を乗じて、補助額を算出

• 補助限度額、及び、工事請負契約額（三世代同居対応改修工事を含み、工事費以外の費用を含めない）に契約
額に応じて別に定める補助対象工事比率と補助率（１／３）を乗じて得た額を上回らないこと

• 補助工事単価の定めのないリフォーム工事は補助額には計上できない

② 補助率方式
• ５．補助対象に該当する工事費に補助率（１／３）を乗じて補助額を算出

補助金はリフォーム工事の発注者又は買取再販住宅の購入者に
還元する必要があります。

（１） 良質な住宅ストックの形成に向けた取組み

申請タイプ

事業タイプ

通年申請タイプ 事前採択タイプ

安心Ｒ住宅（※１）

評価基準型 ○ × ○

認定長期優良住宅型 ○ × ○

高度省エネルギー型 ○ × ○

提案型（※２） × ○ 提案型として応募

申請タイプの概要

• 交付申請前の公募・採択なし
• 交付申請期間内であれば、随時、住宅毎

に申請可能

• 予算の執行状況に応じて途中で締め切る、
又は延長する場合がある

• リフォーム工事を実施する住宅が決まっ
ているリフォーム工事が対象

• 交付申請前の公募・採択あり
• 一定の応募期間内に複数戸まとめて提案

可能

• 提案者毎に一定の予算枠の確保が可能

• ただし、公募期間が必要となるため、事
業着手までに一定の期間が必要

※１ 安心Ｒ住宅について（平成30年度より追加）
• 評価基準型、認定長期優良住宅型、高度省エネルギー型に適合する事業で、安心Ｒ住宅制度（後掲）
の要件に適合し「安心Ｒ住宅」の標章が付与されるもの

• 安心Ｒ住宅制度の登録団体が、本補助事業に取り組む買取再販業者及びリフォーム事業者の一覧、実
施予定戸数等を明らかにして応募する

※２ 提案型について
• 評価基準や認定基準への適合が確認できない場合でも、提案された代替的な措置について、同等の性

能向上リフォームとして有効であると評価されれば、補助事業を実施可能
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（１） 良質な住宅ストックの形成に向けた取組み

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

通
年
申
請
タ
イ
プ

事
前
採
択
タ
イ
プ

事業者登録の受付期間
平成３０年４月上旬 ～ 平成３０年１１月下旬

住宅登録・交付申請の受付期間
平成３０年５月上旬 ～ 平成３０年１２月下旬

完了実績報告の受付期間
① 平成３０年６月下旬 ～ 平成３０年１２月下旬

② ①の期限後 ～ 平成３１年２月中旬

住宅登録・交付申請の受付期間
平成３０年７月上旬 ～ 平成３０年１２月下旬

採択通知 平成３０年６月下旬

事業に関する説明会の開催：平成３０年４月中旬～５月下旬予定

要件、申請方法等の詳細は、説明会開催にあわせて公表する交付申請マニュアル等をご確認ください｡

完了実績報告の受付期間
① 平成３０年９月上旬 ～ 平成３０年１２月下旬

② ①の期限後 ～ 平成３１年２月中旬

募
集
要
領
公
開

平
成
30
年
３
月
下
旬

公募期間
平成３０年４月上旬～平成３０年５月中旬

※ 安心Ｒ住宅については、平成３０年９月下旬頃まで
提案を受け付け、採択は応募状況により随時行う。

※

（１） 良質な住宅ストックの形成に向けた取組み

⇒ 標準的な費用額の10％を所得税額から控除

※ カッコ内の金額は、太陽光発電を設置する場合

⇒ ローン残高の一定割合を所得税額から控除

対象工事
対象ローン

限度額
控除率

最大控除額
（5年間）

バリアフリー
省エネ

三世代同居
長期優良住宅化リフォーム

【省エネ＋耐久性】

250万円 2.0％ 62.5万円

250万円×2％×5年=25万円
750万円×1％×5年=37.5万円

その他工事
2.0%分と合計し
て1,000万円

1.0％

対象となる改修住宅 減額割合 減額期間

耐震 1/2 1年 (*)

バリアフリー 1/3 1年

省エネ 1/3 1年

長期優良住宅化リフォーム
（耐震・省エネのいずれかを行うことが必須）

2/3 １年(*)

⇒ 固定資産税の一定割合を減額

(*) 特に重要な避難路として自治体が指定する道路の沿道にある住宅の耐震改修は2年間1/2減額
（長期優良住宅化リフォームの場合は１年目2/3減額、２年目1/2減額）

所得税（投資型・現金購入者向け） ～H33.12 所得税（ローン型・ローン利用者向け） ～H33.12

固定資産税 ～H30.3 ※Ｈ32.3まで延長（平成30年度税制改正大綱）

対象工事 対象限度額 最大控除額

耐震 250万円 25万円

バリアフリー 200万円 20万円

省エネ
250万円

（350万円）
25万円

（35万円）

三世代同居 250万円 25万円

長期優良住宅化リフォーム

耐震＋省エネ＋耐久性
500万円

（600万円）
50万円

（60万円）

耐震・省エネのいずれか
＋耐久性

250万円
（350万円）

25万円
（35万円）

※長期優良住宅化リフォームにより特例を受ける場合は、増改築による長期優良住宅の認定の取得が必要。
※耐久性工事とは、劣化対策工事、維持管理・更新の容易性を確保する工事をいう。
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（１） 良質な住宅ストックの形成に向けた取組み

一般住宅 認定長期優良住宅 認定低炭素住宅

所得税 *１
(住宅ローン減
税)

所得税 *２

(投資型減税)

標準的な性能強化費用相当額（H26.3
までは上限500万円、H26.4からは上限650

万円）の10％相当額を、その年の所
得税額から控除 *３

※H26.4から適用
標準的な性能強化費用相当額（上限
650万円）の10％相当額を、その年の
所得税額から控除

登録免許税

税率の軽減
①保存登記 1.5/1000
②移転登記 3.0/1000

税率の軽減
①保存登記 1.0/1000
②移転登記 戸建て 2.0/1000

ﾏﾝｼｮﾝ 1.0/1000

税率の軽減
①保存登記 1.0/1000
②移転登記 1.0/1000

不動産取得
税

課税標準から1200万円控除 課税標準から1300万円控除 一般住宅と同じ

固定資産税

＜一戸建て＞
１～３年目 １/２軽減

＜マンション＞
１～５年目 １/２軽減

＜一戸建て＞
１～５年目 １/２軽減

＜マンション＞
１～７年目 １/２軽減

いずれも一般住宅と同じ

*１ 控除額が所得税額を上回る場合は翌年度の個人住民税額から控除（H26.3までは最高9.75万円、H26.4からは最高13.65万円）

*２ 控除額がその年の所得税額を超える場合は、翌年分の所得税額から控除
*３ H26.4からは減税額の算定基礎となる㎡単価（かかり増し費用）を引上げ

(注) 認定長期優良住宅・認定低炭素住宅に係る所得税の特例は、*１と*２の選択制
住宅取得の契約を税率引き上げ時（H26.4.1）の6ヶ月前（H25.9.30)までに締結し、H26.4.1以降に引渡しを受ける場合、
H26.4.1以降の新税率及び税制特例が適用される。

居住
開始年

控除対象
限度額

控除率
控除
期間

最大
控除額

H25.1
～

H26.3
3000万円

1.0％
10

年間

300万円

H26.4
～

H33.12
5000万円 500万円

居住
開始年

控除対象
限度額

控除率
控除
期間

最大
控除額

H25.1
～

H26.3
3000万円

1.0％
10

年間

300万円

H26.4
～

H33.12
5000万円 500万円

居住
開始年

控除対象
限度額

控除率
控除
期間

最大
控除額

H25.1
.～

H26.3
2000万円

1.0％
10

年間

200万円

H26.4～
H33.12

4000万円 400万円

【H33.12まで】【H33.12まで】【H33.12まで】

【H33.12まで】 【H33.12まで】

【H32.3まで】 【H30.3→H32.3まで延長（※）】 【H30.3→H32.3まで延長（※）】

【H30.3→H32.3まで延長（※）】

【H30.3→H32.3まで延長（※）】

【期限なし】

【H30.3→H32.3まで延長（※）】

※平成30年度税制改正大綱による

（１） 良質な住宅ストックの形成に向けた取組み

住宅リフォーム事業者の業務の適正な運営の確保及び消費者への情報提供を行うなど一定の要
件を満たす住宅リフォーム事業者の団体を国が登録することにより、住宅リフォーム事業の健全な発
達及び消費者が安心してリフォームを行うことができる環境の整備を図る。

１．目的１．目的

２．制度内容２．制度内容

ロゴマーク（商標登録済）

・一般社団法人又は中小企業等協同組合等
・２都道府県以上を事業範囲（会員の主たる事業所の所在地が２都道府県以上）
・概ね１００者以上のリフォーム事業者を主たる構成員とする
・設立後２年を経過（設立前の任意団体で一定の業務実績がある場合はそれらの実績を勘案。ただし、設立後１年以上。）

①共通要件
・団体の財務状況が健全であること（例：債務超過又は２年連続赤字でないこと）
・会員の業務に関する消費者相談窓口を設けていること
・会員を対象とした研修等の人材育成の仕組みを有していること 等

②構成員の要件
・実施する工事の内容に応じた必要な知識及び技術を有すること。（原則下表の資格等）

工事の内容 法人の保有資格

マンション共用部分修繕部門 建設業許可

構造・防水工事を含む戸建て住宅リフォーム 建設業許可、または、常勤の建築士もしくは建築施工管理技士

内装・設備工事 建設業許可、または、常勤の建築士、建築施工管理技士その他の資格者

（１）対象となる団体

（２）団体の登録要件

団体において、次に掲げる事項を遵守することとし、必要な指導、助言、勧告等を行うこととしていること。
・見積り、契約時の書面の交付
・一定額以上の工事についてリフォーム瑕疵保険・大規模修繕瑕疵保険の加入（注文者が予め書面で不要の意思表示をしている場合を除く。）

「一定額」＝

（３）構成員による個別の工事について

戸建住宅の場合：５００万円以下で団体の定める額。
マンション共用部分の場合：戸数×１００万円又は１億円の低い方の額で、団体の定める額。
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（１） 良質な住宅ストックの形成に向けた取組み

・構成員が概ね１００社以上
・構成員が２以上の都道府県
・設立後原則２年以上
・人材育成、相談窓口等

登録番号 名称（略称） 消費者相談窓口 ホームページアドレス

1 一般社団法人マンション計画修繕施工協会（MKS） 03-5777-2521 http://www.mks-as.net/

２ 一般社団法人日本住宅リフォーム産業協会（JERCO） 03-6280-4343 http://www.jerco.or.jp/

3 日本木造住宅耐震補強事業者協同組合（木耐協） 0120-224-293 http://www.mokutaikyo.com/

４ 一般社団法人リノベーション住宅推進協議会（リノベ協） 03-3486-2512 http://www.renovation.or.jp/

5 一般社団法人ベターライフリフォーム協会（BLR） 03-5211-0051 http://www.blr.or.jp/

６ 一般社団法人日本塗装工業会（日塗装） 03-3770-9902 http://www.nittoso.or.jp/

７ 一般社団法人リフォームパートナー協議会（RECACO） 0120-292-229 http://recaco.net/

８ 一般社団法人全建総連リフォーム協会（全リ協） 03-3200-6270 http://www.zenrikyo.or.jp/

９ 一般社団法人住生活リフォーム推進協会（HORP） 0570-001-401 http://horp.jp/

１０ 一般社団法人JBN・全国工務店協会（JBN） 03-6280-3375 http://www.jbn-support.jp/

事業者団体（社団法人等）

人材育成（研修等）

情報提供、指導・助言・勧告・除名等

（一定規模以上の社団法人等）

報告（消費者相談、人材育成活動等）

消費者保護等のための

指導・助言・勧告・登録抹消

消費者
消費者（発注者）

相談窓口
ホームページによる
会員情報等の提供

団体情報
の提供

書面交付等

相談内容の通知

団体
（事務局）

リフォーム
事業者

○資格・能力を有する
・建設業許可
・建築士
・建築施工管理技士 等

登録

一定額以上の工事は
原則リフォーム瑕疵

保険等に加入

工
事

地方
公共団体

国

情報提供等
の支援

平成29年11月9日現在４．登録住宅リフォーム団体４．登録住宅リフォーム団体

３．制度イメージ３．制度イメージ

○ 維持管理やリフォームが適正に評価され、良質な住宅ストックの形成を促す市場構造への転換を
図る。

○ 良質な住宅が適正な価格で流通する市場の整備

○ 住宅の維持管理・リフォームの促進

○ 建物を担保価値を考慮した中古住宅購入ローン、リフォームローンの整備

○ ライフステージに応じた住み替えの促進 等

【住宅所有者等が】
維持管理・

リフォームをする
【個々の住宅の】
良質性が評価される

【市場において】
良質性を評価できる
仕組みが整備される【住宅所有者等が】

維持管理・
リフォームをしない

【個々の住宅の】
良質性が評価されない

【市場において】
良質性を評価できる
仕組みが整備されない

＜良質な住宅が適正に評価される好循環＞＜従来の悪循環＞

悪循環 好循環

（２） 住宅ストックの資産価値向上と流通促進に向けた取組み

20-25年

資
産

価
値

（
建

物
）

・インスペクション
・履歴

・リフォーム
・インスペクション
・瑕疵保険
・履歴

・瑕疵保険
・インスペクション
・履歴

長期使用構造

平成30年度予算案：9.75億円
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○ いいものがきちんと評価される市場構造に転換するためには、質の高い住宅を設計・施工する主
体、それを適切に維持管理する主体、これらの質を評価して資金を提供し、流通させる主体が、相
互に連携することで、維持向上・評価・流通・金融の一体的な仕組みを整備することが肝要。

（２） 住宅ストックの資産価値向上と流通促進に向けた取組み

国

開発
周知
試行

を支援

工務店

建築士

宅建業者・不動産鑑定士

・ 新築、リフォー
ムの施工

・ 維持補修

・ 新築、リフォーム
の計画、設計

・ 良質性に応じ値付け・鑑定評価
・ 買取、貸付保証

検査・
履歴業者

・インスペクション
・住宅履歴の

蓄積・管理

金融機関

・ ローン商品で住
宅の良質性を評
価

・ 既存住宅の商品化、
ブランド化を
プロデュース

企画者
（プロデューサー）

維持向上・評価等

○ 長期優良住宅
○ 住宅性能表示
○ 瑕疵保険
○ インスペクション
○ 住宅履歴 等

流通・金融等

○ 実質的な残存耐用
年数の評価

○ 買取保証
○ 借上保証
○ 割引金利、

融資可能枠の拡大
○ ノンリコースローン
○ リバースモーゲー 等

良質な住宅ストックによる市場の良循環を促す維
持向上・評価・流通・金融等

の一体的な仕組み

一体的な
仕組み

開発
周知
試行

＜関係主体が連携した協議会等＞

① 仕組みの開発（協議会等への支援）

② 仕組みの周知（協議会等への支援）

③ 仕組みの試行（仕組みを利用する個々の住宅への支援）

仕組みが普及し、取引事例が蓄積され、いいものがきちんと評価される市場構造が定着

○ニーズ調査 ○詳細検討 等

・ インスペクションはどの箇所を、どんな頻度でみれば効果的か

・ 実質的な残存耐用年数をいかに評価できるか

・ 対象区域をいかに設定するか

・ どの程度金融上のメリットを付与できるか 等

○ホームページの改修
（紹介ページの設置）

○紹介チラシ・
パンフレットの作成

○事業者向け説明会
住民向け説明会 の実施 等

上限
２０００
万円
／事業

上限
１００
万円
／戸

○仕組みを利用するための

●新築時のグレードアップ

●リフォーム

○適切な維持管理を行うための

●インスペクションの実施
●住宅履歴の作成

●瑕疵保険への加入（中古流通・リフォーム時に限る）

●維持管理計画の作成（中古流通・リフォーム時に限る）

金融機関 工務店

建築士

宅建業者

検査事業者

自治体

協議会

仕組みを利用し、流通・金融等のメリットを受けられる

（２） 住宅ストックの資産価値向上と流通促進に向けた取組み

○各者の調整、仕組みの検討

・ どういった住宅を対象にするか
・ どんな流通・金融上のメリットを与えるか
・ どういった主体の参画が必要か

補助率：定額

補助率：定額

補助率：１／３
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（２） 住宅ストックの資産価値向上と流通促進に向けた取組み

全国を対象とするもの

(A-22) 静岡不動産流通活性化協議会
代表者：静岡不動産流通活性化協議会

【凡例】
赤：対象地域が全国
青：対象地域が２以上の都道府県であるもの
白：対象地域が１つの都道府県内あるもの

(A-32) 愛媛県良質住宅ストック形成促進協議会
代表者：(株)エス・ピー・シー

(A-7) 山形リノベーションま
ちづくり推進協議会
代表者：山形リノベーション
まちづくり推進協議会

(A-10) 千葉エリア住宅ストック維持・向上促進協議会
代表者：(一社)団地再生支援協会

(B-1)ヴィンテージマンションプロジェクト推進協議会
代表者：一般社団法人マンション計画修繕施工協会

(B-2)空き家活用・促進支援制度構築検討協議会
代表者：株式会社タス

(A-5) 適合R住宅tohoku推進協議会
代表者：(株)エコラ

(A-8) マイホームリース推進協議会
代表者：(株)常陽銀行

(B-5)新しい宮城の家・暮らし方推進協議会
代表者：スモリ工業株式会社

(B-7)美園タウンマネジメント協会
代表者：一般社団法人美園タウンマネジメント

(B-6)住宅団地再生協議会
代表者：株式会社 常陽産業研究所

(A-18) 相模原市緑区地域既存住宅リフォーム・改築推進協議会
代表者：(一社)藤野観光協会

(A-29) 住宅ストック維持・向上促進協議会
代表者：京阪電鉄不動産(株)

(A-33) こうちスマートウェルネス住宅推進協議会
代表者：こうちスマートウェルネス住宅推進協議会

(B-17) （仮称）さぬき安心あんぜん住宅普及協議会
代表者：一般社団法人ワールド・インスペクション

(A-34) 一般社団法人住宅流通促進協議会
代表者：(一社) 住宅流通促進協議会

(A-35) 沖縄中古不動産活性化協議会
代表者：(公社)沖縄県不動産鑑定士協会

(B-18)熊本県安心R住宅推進協議会
代表者：株式会社すがコーポレーション

(A-25) 泉北ニュータウン住宅リノベーション協議会
代表者：泉北ニュータウン住宅リノベーション協議会

(B-16)山陰良質住宅リフォーム推進協議会
代表者：一般社団法人マイホームマイスター協会

(A-31) 広島良質住宅整備促進協議会
代表者：(特非)住環境デザイン協会

(A-23) 名張中古住宅流通促進協議会
代表者：伊賀南部不動産事業協同組合

(B-12)特別非利益活動法人 街づくり応援隊・探邸ホームズ
代表者：(特非)街づくり家づくり応援隊・探邸ホームズ

(A-1) R住宅定期点検制度協議会
代表者：(一社) リノベーション住宅推進協議会

(A-12) 株式会社ネクスト HOME‘Sお住みつき協議会
代表者(株)ネクスト

(A-24) 循環型住宅ビジネスモデル協議会
代表者：循環型住宅ビジネスモデル協議会

(A-9) 長寿命住宅研究会
代表者：長寿命住宅研究会

(B-14)京都マンション管理評価・流通促進協議会
代表者：特定非営利活動法人京都マンション管理評価機構

(A-30) 奈良県住まい価
値向上促進協議会
代表者：近鉄不動産(株)

(B-15)平城相楽ニュータ
ウン住み替え循環型街づ
くり推進協議会
代表者：関西文化学術研
究都市センター㈱

(A-17) チームKT
代表者：(株)KT

(A-13) 団地再価値化推進協議会
代表者：団地再生事業協同組合

(A-11) リニュアル仲介ネットワーク
代表者：リニュアル仲介(株)

(A-14) 特定非営利活動法人 街ごとリノベ開発機構
代表者：(特非)街ごとリノベ開発機構

(A-15) リフォーム住宅ローン担保評価整備推進協議会
代表者：(公社)東京都不動産鑑定士協会

(A-16) TOKYO 住まいと暮らしの相談センター
代表者：(株)加門鑑定事務所

(B-9)小田急沿線既存住宅流通促進協議会
代表者：小田急不動産株式会社

(B-8)地域型住宅リノベーション推進協議会
代表者：特定非営利活動法人木の家だいすきの会

(A-20) 信州中古住宅流通
研究会
代表者：(株)ランバーテック

(B-13)静岡ストックハウス流通促進協議会
代表者：一般社団法人静岡木の家ネットワーク

(A-19) 富山県良質住宅普及協会
代表者：正栄産業(株)

(A-21) 東海住宅ストック協議会
代表者：(一社)ハウスサポート

(A-2) 北海道R住宅ストック流通推進協議会
代表者：(株)シー・アイ・エス計画研究所

(A-3) 北海道既存住宅流通促進協議会
代表者：(公社)北海道不動産鑑定士協会

(B-3) IDA認定住宅 流通促進協議会
代表者：ジェイ建築システム株式会社

(A-4) 西神楽地域良質住宅ストック形成促進協議会
代表者：(特非)グラウンドワーク西神楽

(A-6) 秋田県良質住宅普及協会
代表者：(一社)次世代不動産業支援機構

(B-4) （仮称）岩手県既存住宅流通促進協議会
代表者：一般社団法人岩手県不動産鑑定士協会

(B-11)新潟県不動産流通活性化連携協議会
代表者：（公社）新潟県宅地建物取引業協会

(B-10)リノベーションによる住宅ストック維持・向上促進協議会ｉｎ新潟
代表者：株式会社 たかだ

(A-26) リノラボOSAKA
代表者：(株)オープン・エー

(A-27) 近畿不動産活性化協議会
代表者：近畿不動産活性化協議会

(A-28) 関西住宅ストック維持向上促進協議会
代表者：インスペクション関西有限責任事業組合

A：平成28年度からの継続事業者（35者）
B：平成29年度からの新規事業者（18者）

平成30年４月頃 公募開始予定

※平成28年度と平成29年度の採択案件については、事業の継続実施に支障が生じない
ように、上記の時期より前倒して公募を行う予定

（２） 住宅ストックの資産価値向上と流通促進に向けた取組み

本事業のほか、以下についても実施予定

○ 消費者の相談体制整備事業
・ 住生活に関するニーズを一元的に受け付け、専門家が連携して、消費者のニーズに対し的確に助言・提

案を行うサポート体制の整備に対し支援

○ リフォームの担い手支援事業
・ リフォーム事業者の資格や施工実績、依頼者の評価等の情報を提供するなど、消費者が安心して事業者

を選択できるウェブサイトの整備に対し支援

参画主体、仕組みの内容、スケジュ
ール、想定件数等について提案

国
（事務局）

協議会

公募 評価委員会

提案内容について
プレゼンテーション

評価結果及び
予算枠の通知

事業開始

対象経費発生
時に都度申告
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〇 既存住宅の流通促進に向けて、｢不安｣｢汚い｣｢わからない｣といった従来のいわゆる「中古住宅」のマイナスイメージ
を払拭し、 ｢住みたい｣｢買いたい｣既存住宅を選択できるようにする。

〇 このため、耐震性があり、インスペクション（建物状況調査等）が行われた住宅であって、リフォーム等について情報
提供が行われる既存住宅に対し、国の関与のもとで事業者団体が標章（「安心Ｒ住宅」）を付与するしくみを創設する。

「品質が良く、安心して購入できる」
「既存住宅だけどきれい、既存住宅ならではの良さがある」

「選ぶ時に必要な情報が十分に提供され、納得して購入できる」

従来のいわゆる「中古住宅」 「安心Ｒ住宅」 ～「住みたい」「買いたい」既存住宅～

「品質が不安、不具合があるかも」
「古い、汚い」

「選ぶための情報が少ない、わからない」

（既存住宅を紹介しているwebサイト（イメージ））

など

＜スケジュール＞

団体登録・審査
告
示

公
布

平成29年11月6日 平成30年4月

事業者向け
説明会

「安心Ｒ住宅」の流通

10月末～11月

インスペクション済み耐震性あり

リフォーム等の情報現況の写真

12月

告
示

施
行

標
章
使

用
開
始

「安心Ｒ住宅」ロゴマーク

（２） 住宅ストックの資産価値向上と流通促進に向けた取組み

①基礎的な品質があり｢安心｣

既存住宅ならではの良さ 従来の既存住宅のマイナスイメージ

◇ 新築に比べて安い
◇ 実際の住宅を見て検討できる
◇ あらかじめ周辺環境を確認できる
◇ リフォームによって自分のニーズに合わせられる

◇ 「不安」 品質が不安、不具合があるかも

◇ 「汚い」 見た目が汚い、設備が古い

◇ 「わからない」
選ぶための情報が少ない、わからない

③情報が開示されていて
「わかりやすい」

◇外装、主たる内装、水廻り
の現況の写真を閲覧でき
る

◇広告時に点検記録等の保管
状況が示され、さらに求めに応
じて詳細情報が開示される

◇インスペクション（建物状況調査
等）の結果、既存住宅売買瑕疵保
険の検査基準に適合

〈インスペクションのイメージ〉

◇新耐震基準等に適合

<現況の写真イメージ>

広告を見ても詳細写真等、
選ぶための情報が少ない

消費者が「住みたい」「買いたい」と思える既存住宅を選択できる

・広告等で写真を見て、実施済み

のリフォーム工事の内容等を確
認できる 等

・今までに実施した点検や修繕の内容
がわかる

・どんな保険・保証がつくかがわかる 等

・既存住宅だけど、きれい
・これからリフォーム工事にかかる
費用や リフォーム工事後のイメー
ジがわかる 等

相談できる ◇事業者団体が相談窓口を設置している ・トラブルがあっても相談できる 等

〈現況の写真イメージ〉

◇リフォーム工事を実施してい
ない場合は、費用情報を含む
リフォーム提案書がある

②リフォーム工事が実施されていて「きれい」

(仲介事業者等) (住宅リフォーム事業者)

連
携

広告時の情報開示

〈情報開示イメージ〉

「調査報告書」
・ 設計図書 有
・ -------- 無
・ 設備点検 有
・ 修繕 有
・ 保険 有
・ -------- 無

商談時に詳細情報を開示

(仲介事業者等)

安心Ｒ住宅

◇リフォーム工事によって従来
の既存住宅の「汚い」イメージ
が払拭されて いる

（２） 住宅ストックの資産価値向上と流通促進に向けた取組み
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（２） 住宅ストックの資産価値向上と流通促進に向けた取組み

◇『安心Ｒ住宅』の対象となる住宅の要件

（１）
｢不安｣の払拭

耐震性
• 現行の建築基準法の耐震基準に適合するもの又はこれに準ずるもの※１

※1 下記のいずれかを満たす住宅
・昭和56年6月1日以降に建築したもの
・昭和56年5月31日以前に建築したもので、耐震診断により安全性が確かめられたもの

構造上の
不具合・
雨漏り

• 既存住宅売買瑕疵保険契約を締結するための検査基準に適合したものであること※２

※２ ・構造上の不具合あるいは雨漏りが認められた場合で、広告時点において当該箇所の改修が完了しているものを含む
・広告時点において、既存住宅売買瑕疵保険の申し込みが受理されている場合はその旨を情報提供すること

共同住宅
の管理

• 管理規約及び長期修繕計画を有するとともに、住宅購入者の求めに応じて情報の内容を開示すること※３

※３ 内容の開示は管理組合の承諾が得られた場合に行う

（２）
｢汚い｣イメージの払拭

• 事業者団体毎に「住宅リフォーム工事の実施判断の基準」を定め、基準に合致したリフォームを実施し、従来
の既存住宅の「汚い」イメージが払拭されていること※４

リフォームを実施していない場合は、リフォームに関する提案書（費用に関する情報を含むもの）を付すととも
に、住宅購入者の求めに応じてリフォーム事業者をあっせんすること

※４ 建築後極めて短いものなどはリフォーム不要

• 外装、主たる内装、台所、浴室、便所及び洗面設備の現況の写真等を閲覧できるようにすること

（３）
｢わからない｣イメージの払
拭

下記について情報収集を行い、広告をするときに、当該住宅に関する書類の保存状況等を記載した書面（「安
心Ｒ住宅調査報告書」）を作成・交付するとともに、住宅購入者の求めに応じて情報の内容を開示

｢有｣｢無｣｢不明｣の
開示が必要な項目

建築時の情報
適法性に関する情報、認定等に関する情報、住宅性能評価に関する情報、フラット35適合証明書、竣
工段階の設計図書

維持保全の状況に係る情報
＜戸建て住宅又は共同住宅の専有部分＞

維持管理計画、点検・診断の記録、防蟻に関する情報＜戸建て住宅のみ＞、維持修繕の実施状況の記
録、住宅リフォーム工事･改修に関する書類

保険又は保証に係る情報
構造上の不具合及び雨漏りに関する保険・保証の書類、その他の保険・保証の書類（給排水管・設備・
リフォーム工事に関するもの、シロアリに関するもの＜戸建て住宅のみ＞等）

省エネルギーに係る情報 省エネルギー性能に関する書類、開口部（窓）の仕様に関する情報、省エネ設備に関する情報

共用部分の管理に係る情報
＜共同住宅等のみ＞

修繕積立金の積立状況に関する書類、共用部分における大規模修繕の実施状況の記録

その他
住宅履歴情報（住宅の設計、施工、維持管理等の情報）を提供した機関に関する事項（機関名、問合せ先等）、登録団体毎の独自の取組（定期点検サー
ビス、住宅ローンの金利優遇等）、過去に国、地方公共団体その他の団体から補助金等の交付を受けた実績に関する書類、建築時の販売価格に関す
る書類、建築時の設計・施工業者に関する書類 等

○ 国は、「安心Ｒ住宅」の標章及びそれを使用できる既存住宅の要件を設定する。

その上で、標章の使用を希望する事業者の団体を審査･登録し、標章の使用を許諾する。

○ 事業者団体は、リフォームの基準及び標章の使用について事業者が守るべきルールを設定し、団体の構成員である事業者
の指導･監督を行う。

○ 事業者は、要件に適合した住宅について、団体の基準やルールに則って広告時に標章を使用することができる。

団体の要件 本制度の適正な運営を確保するために必要な体制及び資力を有する一般社団法人等※

※一般社団法人以外としては、中小企業等協同組合等が考えられる

団
体
の
業
務

「住宅リフォーム工事の実施判断の基準」
の設定・公表

従来の既存住宅の「汚い」イメージの払拭に資する住宅リフォーム工事の実施判断の基準を定め、公
表

事業者が遵守すべき事項の設定・研修 事業者が標章の使用に関して遵守すべき事項の設定、研修の実施

事業者に対する標章の使用許諾・監督 事業者に対する標章の使用許諾・許諾の取消し、許諾を得た事業者の公表、事業者の指導、監督

相談等への対応 住宅購入者からの相談又は苦情への対応

業務状況等の報告 年１回、業務及び財務の状況を国に報告

◇「安心Ｒ住宅」の標章を使用する事業者の団体

住宅購入者

事業者団体（一般社団法人等）
団体を審査･登録
標章の使用を許諾

広告時に標章を使用

標章の使用を許諾 事業者
(売主/仲介)

国

標章･要件
の設定

団体事務局

･住宅リフォーム工事の実施判断の基準
･事業者が遵守すべき事項 指導･監督

一般社団法人
○○○○協会

（２） 住宅ストックの資産価値向上と流通促進に向けた取組み
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（２） 住宅ストックの資産価値向上と流通促進に向けた取組み

クラックスケールによる
基礎のひび割れ幅の計測

水平器による柱の傾きの計測

既存建物取引時の情報提供の充実

既存建物取引時に、購入者は、住宅の質に対する不安を抱えている。

一方で、既存建物は個人間で売買されることが多く、一般消費者である売主に広く情報提供や瑕疵担保の責任を負わせることは困難。

申
込

み ①媒介契約締結

売却/購入申込み

②重要事項説明

③売買契約締結

物件の引渡し

契
約
手
続

依頼者の意向に応じ
インスペクション実施

【取引フロー】

※ 建物状況調査（インスペクション）

⇒ 建物の基礎、外壁等に生じているひび割れ、雨漏り等の劣化

事象・不具合事象の状況を目視、計測等により調査するもの。

※ 既存住宅売買瑕疵保険

⇒ 既存住宅に瑕疵があった場合に修補費用等を保証する保険。

①媒介契約締結時

宅建業者がインスペクション業者のあっせんの可否を
示し、媒介依頼者の意向に応じてあっせん

②重要事項説明時

宅建業者がインスペクション結果を買主に対して説明

③売買契約締結時

基礎、外壁等の現況を売主・買主が相互に確認し、そ
の内容を宅建業者から売主・買主に書面で交付

・ インスペクションを知らなかった消費者の
サービス利用が促進

・ 建物の質を踏まえた購入判断や交渉が可
能に

・ インスペクション結果を活用した既存住宅
売買瑕疵保険

※
の加入が促進

・建物の瑕疵をめぐった物件引渡し後のトラ
ブルを防止

【新たな措置内容】 【期待される効果】

不動産取引のプロである宅建業者が、専門家による建物状況調査（インスペクション）※の活用を促すことで、売主・買主が安心して取引ができる
市場環境を整備

○成果指標

・既存住宅流通の市場規模
４兆円（H25） ⇒ ８兆円（H37）

・インスペクションを受けた既存
住宅売買瑕疵保険の加入割合
５％（H26） ⇒ 20％（H37）

「宅地建物取引業法の一部を改正する法律」概要
（平成２８年６月３日公布 平成３０年４月１日完全施行予定）

（２） 住宅ストックの資産価値向上と流通促進に向けた取組み

講習の実施・修了証明書の交付

指導・除名等
指導・助言・勧告・登録抹消

売主（又は買主）

既存住宅状況調査
に関する相談

既存住宅状況調査
技術者の情報の公表

相談内容の確認等

講習機関

既存住宅
状況調査
技術者

（建築士）

登録申請

○ 講習機関は、建築士への講習を実施するほか、講習修了者の情報の公表、相談窓口の設置等を実施。

国

更新講習の受講

書面交付 依頼

既存住宅状況調査

ホーム
ページ

相談
窓口

登録

○ 既存住宅売買瑕疵保険の現場検査と同等の調査方法等（構造耐力上主要な部分及び雨水の浸入を防止する部
分の調査・耐震性に関する書類の確認）を規定。

既存住宅状況調査方法基準

既存住宅状況調査技術者講習登録規程

○ 既存住宅の調査の担い手となる技術者の育成を図るため、講習登録規程に基づく既存住宅状況
調査技術者講習制度を創設。５講習機関を登録し約20,000人が講習修了。（平成29年11月末現在）

○ 国の登録を受けた講習機関が建築士に講習を実施し、修了した建築士は調査方法基準に基づき
適正に調査を実施。

登録番号 名称 登録番号 名称

1 一般社団法人住宅瑕疵担保責任保険協会 ４ 一般社団法人日本木造住宅産業協会

２ 公益社団法人日本建築士会連合会 ５ 一般社団法人日本建築士事務所協会連合会

３ 一般社団法人全日本ハウスインスペクター協会 - -

平成29年11月末現在
登録講習の実施機関一覧
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（２）住宅ストックの資産価値向上と流通促進に向けた取組み

中古戸建 ￥○○○○万円 物件概要
■・・・・・・
■・・・・・・
■・・・・・・
■・・・・・・
■・・・・・・
■・・・・・・
■・・・・・・
■・・・・・・
■・・・・・・
■・・・・・・
■・・・・・・

○○駅徒歩10分 ○○市○○
町

○△不動産

住宅の新築
維持管理
リフォーム

保存 保存
更新

活用
保存
更新

売買時
重要事項説明

情報
提供

・確認申請書類
・各種許認可書類
・竣工図面
・瑕疵保険付保証明書
等 次の

所有者へ
引継

インスペクション

・建物状況調査
報告書

・リフォーム図面
・リフォーム仕様書
・各診断報告書
・定期点検報告書

・リフォーム範囲の検討
・図面、仕様情報を活
用した工事見積 等

・図面、修繕履
歴等を活用して
調査業務の効率
化、精度向上 等

住宅履歴情報とは、住宅の設計、施工、維持管理等に関する情報をいいます。
住宅の新築時や点検、リフォームなど維持管理時の情報を蓄積し、次の維持管理や売買の際
にそれらの情報を活用するためのものです。

住宅履歴情報とは

住宅履歴情報の蓄積・活用のイメージ

活用

住宅履歴情報

（２）住宅ストックの資産価値向上と流通促進に向けた取組み

（３）
｢わからない｣
イメージの払
拭

下記について情報収集を行い、広告をするときに、当該
住宅に関する書類の保存状況等を記載した書面（「安
心Ｒ住宅調査報告書」）を作成・交付するとともに、住宅
購入者の求めに応じて情報の内容を開示

｢有｣｢無｣
｢不明｣の
開示が必
要な項目

建築時の情報
適法性に関する情報、認定等に関する情報、住
宅性能評価に関する情報、フラット35適合証明書、
竣工段階の設計図書

維持保全の状況に係
る情報
＜戸建て住宅又は共同
住宅の専有部分＞

維持管理計画、点検・診断の記録、防蟻に関す
る情報＜戸建て住宅のみ＞、維持修繕の実施状況
の記録、住宅リフォーム工事･改修に関する書類

保険又は保証に係る情
報

構造上の不具合及び雨漏りに関する保険・保証
の書類、その他の保険・保証の書類（給排水管・
設備・リフォーム工事に関するもの、シロアリに関
するもの＜戸建て住宅のみ＞等）

省エネルギーに係る
情報

省エネルギー性能に関する書類、開口部（窓）の
仕様に関する情報、省エネ設備に関する情報

共用部分の管理に係
る情報
＜共同住宅等のみ＞

修繕積立金の積立状況に関する書類、共用部分
における大規模修繕の実施状況の記録

その他

住宅履歴情報（住宅の設計、施工、維持管理等の情報）を提供した機関に
関する事項（機関名、問合せ先等）、登録団体毎の独自の取組（定期点検
サービス、住宅ローンの金利優遇等）、過去に国、地方公共団体その他の
団体から補助金等の交付を受けた実績に関する書類、建築時の販売価格
に関する書類、建築時の設計・施工業者に関する書類 等

平成３０年４月、改正宅建業法・安心R住宅がスタートします。

重要事項説明において、維持保全の状況に
関する書類の保存の状況（情報の有無）につ
いて説明が必要となる。

改正宅建業法 安心Ｒ住宅

対象となる書類の保存状況の確認に住宅履歴情報が活用できます。
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（２）住宅ストックの資産価値向上と流通促進に向けた取組み

機関名 所在地 機関名 所在地

一般財団法人 北海道建築指導センター 北海道 住宅保証機構株式会社 東京都

INDI株式会社 北海道 価値住宅株式会社 東京都

株式会社 コンピュータシステム研究所 宮城県 株式会社 エー・エス・ディ 神奈川県

株式会社 インテグラル 茨城県 プロパティオン株式会社 神奈川県

株式会社 構造計画研究所 東京都 特定非営利活動法人 Smile住宅安心ネットワーク 山梨県

株式会社 住宅あんしん保証 東京都 株式会社 タチ基ホーム 愛知県

株式会社 フォーラム・ジェイ 東京都 株式会社しらかばハウジング 愛知県

スマイル・コミュニケーションズ株式会社 東京都 一般社団法人 住宅長期支援センター 大阪府

株式会社 エプコ 東京都 日本長期住宅メンテナンス有限責任事業組合 大阪府

株式会社 ハウスジーメン 東京都 株式会社 日本戸建管理 大阪府

株式会社 日本住宅保証検査機構 東京都 福井コンピュータアーキテクト株式会社 福井県

ハウスプラス住宅保証株式会社 東京都 安心計画株式会社 福岡県

株式会社 FPコーポレーション 東京都 株式会社 クロダ 長崎県

ハイアス・アンド・カンパニー株式会社 東京都 （平成29年12月現在）

「いえかるて」情報サービス機関の例

住宅所有者の住宅履歴情報の蓄積・活用をサポートする機関です。
「いえかるて」の商標を掲げた情報サービス機関では、一定の共通ルールに
基づいて住宅所有者や事業者の方より住宅履歴情報を電子化してお預かりし、
保管・提供するサービスを行っています。

住宅履歴情報を取り扱う情報サービス機関

これらの情報サービス機関が構成する（一社）住宅履歴情報蓄積・活用推進協議会では、平
成30年４月頃より、売買の対象となる住宅の情報の有無や保管している情報サービス機関に
ついてのお問合せに対し、情報提供を行うこととしています。

（２）住宅ストックの資産価値向上と流通促進に向けた取組み

住宅瑕疵等に係る情報を活用し、既存住宅の品質向上や取引円滑化等に資する情報インフラを整備す
る取組に対して支援を行うことにより、適切な維持管理やインスペクション等を促進し、もって、生産性革
命に資する新たな住宅循環システムの構築を図る。

○ 既存住宅取引には売主と買主の間に情報の非対称性が存在、消費者は隠れた

不具合に不安。

○ 実際に、既存住宅は新築住宅よりも品質が低い状況。

○ 民間事業者等には活用可能な貴重な住宅情報資源（住宅瑕疵情報、履歴情報等）が存在。

○ 各事業者がばらばらに対応しており、有効活用されていない。

民間事業者等が個別に保有する住宅瑕疵等に係る情報について、適切な維持管理やインスペクション等の促進といった

既存住宅の品質向上対策や取引の円滑化に活用するための一元的かつ横断的なデータベースやシステムを整備する

取組等を支援。

中古住宅にしなかった理由（複数回答）

出所：平成28年度住宅市場動向調査（国土交通省）

１ 現状・課題

２ 事業概要

【補助率】
・定額補助

【事業主体】
・民間事業者等

【補助対象】

・情報インフラ・品質向上対策等に係る仕組みの検討に要する経費

・情報インフラに係るデータベースやシステムの開発・構築等に要する経費

・情報インフラ・品質向上対策等に係る仕組みの試行に要する経費

住
宅
取
得
者

事
業
者

住宅
引渡し

修補
要請

瑕疵
修補

協議会等

瑕疵
情報

瑕疵

技術情報
（インスペクション・維持管理等）

○データベースを活用し、統計的傾
向分析、発生原因等の詳細分析、
再発防止策の検討

○検索・情報提供システムによる以
下の情報提供

・消費者向けの啓発情報・有用情報
・事業者向けの技術情報の提供（イ

ンスペクション・維持管理の方法
等）等

住宅瑕疵情報の分析等

事
業
者

啓発情報・購入時の
有用情報

消
費
者

保
険
法
人

検査

加入
手続

保険金
支払い

【補助期間】

・平成30年度～平成32年度

住宅瑕疵情報を活用した情報インフラのイメージ

平成30年度予算案：1.2億円
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（３） IoT技術等を活用した次世代住宅の普及に向けた取組み

（概要）

・子育て世帯・高齢者世帯など幅広い世帯のニーズに応える住生活関連の新たなビジネス市場の創出・拡大の促進を
図るため、健康・介護、少子化対策等に寄与するIoT技術等を活用した住宅の実用化に向けた課題・効果等の実証を
行う事業に対して支援を実施。

事業のイメージ

スマートキー
を活用した宅
配BOX

住戸内の温熱環境
等を踏まえた住宅
設備機器や家電の
最適制御

住宅で取得したバ
イタルデータ（血
圧､体温､脈拍､体
重）を医師が遠隔
診断

スマホと連動した
ドア・窓の鍵のか
け忘れ確認、見守
りサービス

【採択事例】
・IoT技術を活用して、居住者の健康状態に連動した温湿度の自動制御を行うなどの「健康管理の支援」を図るプロジェクト
・マンションの占有部に宅配ボックスを設置し、IoT技術を活用したエントランスの遠隔施錠と組み合わせることで「再配達の削減」を図るプ
ロジェクト

・ダクト式セントラル空調で空気を循環させ埃の堆積を減らすとともに、IoT技術を活用して埃の見える化や無駄な窓の開閉を減らし、「掃
除の回数を減らす」プロジェクト

・地域工務店約30社が「IoT住宅の普及」を図るプロジェクト

平成30年度予算案：102.21億円の内数

（３） IoT技術等を活用した次世代住宅の普及に向けた取組み

＜補助対象＞ 先導的な技術に係る設計費、建設工事費、技術の検証費等

＜補助率＞ 補助対象工事の１／２等

＜限度額＞ １プロジェクトあたり 原則 ５億円

＜募集予定＞ ４月上旬～５月下旬および９月上旬～１０月中旬（Ｈ３０年度）

【対象となる事業】

【事業の流れ】

応募

評価

委員会

採択

交付申請

事業実施

完了報告

補助金
交付

【補助額・スケジュール等】
複数年事業も可能

＜事業の種類＞
＜取組テーマ＞

①IoT技術等を活用した次世代住宅の新築

②既存住宅のIoT技術等を活用した改修による次
世代住宅化

③次世代住宅に関する技術の検証

(1) 高齢者・障害者等の自立支援

(2) 健康管理の支援

(3) 防犯対策の充実

(4) 家事負担の軽減、時間短縮

(6) 物流効率化への貢献

(5) コミュニティの維持・形成

(7) その他

以下に掲げる取組テーマに係るＩｏＴ技術等を活用した住宅・サービスの実用化に向けた課題・効果等の実証事業
（①と③の組み合わせ、②と③の組み合わせ又は③の取組み）
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【機密
性２】

＜memo＞
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（１）建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律

（２）建築物の省エネ化に向けた取組み

・サステナブル建築物等先導事業（省CO2先導型）

・既存建築物省エネ化推進事業

・３省連携によるＺＥＨ（ゼロエネルギー住宅）等の推進
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（１） 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律

誘

導

措

置

その他の建築物特定建築物

一定規模以上の新築、増改築に係る計画の所管行政庁への届出義務

新築又は改修等の計画が、誘導基準に適合すること等について所管
行政庁の認定を受けると、容積率の特例＊を受けることができる。建築物の所有者は、建築物が省エネ基準に適合することについて所

管行政庁の認定を受けると、その旨の表示をすることができる。

住宅事業建築主＊が新築する一戸建て住宅

住宅事業建築主に対して、その供給する建売戸建住宅に関する省エネ
性能の基準（住宅トップランナー基準）を定め、省エネ性能の向上を誘導

届出

● 基本方針の策定 （国土交通大臣）、建築主等の努力義務、建築主等に対する指導助言

省エネ基準適合義務・省エネ適合性判定

住宅トップランナー制度

エネルギー消費性能の表示 省エネ性能向上計画の認定、容積率特例

規

制

措

置

法律の概要

誘

導

措

置

必要に応じて所管行政庁が指示・命令

● その他所要の措置（新技術の評価のための大臣認定制度の創設 等）

＊省エネ性能向上のための設備について通常の建築物の床面積を超える部分
を不算入（１０％を上限）

＜住宅トップランナー基準に適合しない場合＞

＜省エネ基準に適合しない場合＞

一定数（政令：年間150戸）以上新築する事業者に対しては、必要に応じて
大臣が勧告・公表・命令

建築主事又は指定確認検査機関 所管行政庁又は登録省エネ判定機関

適合判定通知書
着工

建築物使用開始

建築確認

検査

省エネ適合性判定

＊住宅の建築を業として行う建築主

一定規模以上の建築物（政令：300㎡）一定規模以上の非住宅建築物（政令：2,000㎡ ）
※基準適合義務対象を除く

■社会経済情勢の変化に伴い建築物におけるエネルギーの消費量が著しく増加していることに鑑み、建築物のエネルギー消費
性能の向上を図るため、住宅以外の一定規模以上の建築物のエネルギー消費性能基準への適合義務の創設、エネルギー消費
性能向上計画の認定制度の創設等の措置を講ずる。

＜施行日：規制措置は平成29年4月、 誘導措置は平成28年4月＞（平成27年法律第53号、7月8日公布）

新築時等に、建築物のエネルギー消費性能基準（省エネ基準）

への適合義務

基準適合について所管行政庁又は登録省エネ判定機関（創設）の

判定を受ける義務

①

②

③建築基準法に基づく建築確認手続きに連動させることにより、
実効性を確保。

（１） 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律

省エネ法
エネルギーの使用の合理化等に関する法律

建築物省エネ法
建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律

大規模
建築物

（2,000㎡以上）

非住宅 届出義務
【著しく不十分な場合、

指示・命令等】

適合義務
【建築確認手続きに連動】

住宅
届出義務

【著しく不十分な場合、
指示・命令等】

届出義務
【基準に適合せず、必要と認める場合、

指示・命令等】

中規模
建築物
（300㎡以上

2,000㎡未満）

非住宅
届出義務

【著しく不十分な場合、
勧告】

届出義務
【基準に適合せず、必要と認める場合、

指示・命令等】

住宅

小規模
建築物

（300㎡未満）
住宅事業建築主
（住宅トップランナー）

努力義務 努力義務

努力義務
【必要と認める場合、勧告・命令等】

努力義務
【必要と認める場合、勧告・命令等】

第一種特定建築物 特定建築物

第二種特定建築物

※省エネ法に基づく修繕・模様替え、設備の設置・改修の届出、定期報告制度については、平成29年3月31日をもって廃止。
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（１） 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律

建築物に設ける空調（暖冷房）・換気・照明・給湯・昇降機（エレベータ）において、標準的な使用条件のもとで
使用されるエネルギー消費量をもとに表される建築物の性能

建築物のエネルギー消費性能（省エネ性能）

【非住宅イメージ】 【住宅イメージ】

太陽光発電

高効率給湯
（エコキュート等）

日差しを遮る庇

断熱材

ペアガラス
二重サッシ

太陽光発電

断熱窓サッシ・ガラス

高効率空調設備

ＬＥＤ照明

ひさし

＜義務化される大規模非住宅の基準のイメージ＞

設計値（設計一次エネルギー消費量）≦ 基準値（基準一次エネルギー消費量）

⇒ 設計値が基準値を下回ればよい

「一次エネルギー消費量」
＝ 空調エネルギー消費量※ ＋ 換気エネルギー消費量

＋ 照明エネルギー消費量 ＋ 給湯エネルギー消費量

＋ 昇降機エネルギー消費量

＋ その他エネルギー消費量 （OA機器等） 計算対象外

－ 太陽光発電設備等による創エネ量

※外壁、窓等の断熱化により空調エネルギー消費量を削減可能

省エネ基準（エネルギー消費性能基準）

①外壁、窓等を通しての熱の損失防止（断熱化）
外壁の断熱材を厚くする、窓をペアガラスにする等、

熱を逃げにくくし室内温度の維持を図ることで、空調設

備で消費されるエネルギーを抑える

②設備の効率化
空調、照明等の設備の効率化を図り、同じ効用（室温、

明るさ等）を得るために消費されるエネルギーを抑える

③太陽光発電等による創エネ
太陽光発電等によりエネルギーを創出することで、化

石燃料によるエネルギーの消費を抑える

省エネ性能向上のための取組例

（１） 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律

エネルギー消費性能基準
（適合義務、届出、

省エネ基準適合認定表示）

誘導基準
（性能向上計画認定・容積率特例）

住宅事業建築主
基準

建築物省エネ法施行
（H28.4.1）後に新築された

建築物

建築物省エネ法施行の
際現に存する建築物

建築物省エネ法施行
（H28.4.1）後に新築された

建築物

建築物省エネ法施行の
際現に存する建築物

上段：～H31年度
下段：H32年度～

非住宅
一次エネ基準（BEI） 1.0 1.1 0.8 1.0 ―
外皮基準（PAL*） ― 1.0 ― ―

住宅

一次エネ基準（BEI）※1 1.0 1.1 0.9 1.0
0.9

0.85

外皮基準：住戸単位
（UA,ηAC）

1.0 ― 1.0 ―
―

1.0

※１ 住宅の一次エネ基準については、住棟全体（全住戸＋共用部の合計）が表中の値以下になることを求める。

一次エネ基準（BEI）は、
設計一次エネルギー消費量∗
基準一次エネルギー消費量∗ が表中の数値以下になることが求められる。

*家電・OA機器等を除く
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（１） 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律

省エネ性能
確保計画の提出

適合判定通知書の
受領・提出

建築確認申請

確認済証の受領

着工

完了検査申請

検査済証の受領

省エネ基準への
適合性判定

確認審査

完了検査

＜建築主＞

使用開始

（必要に応じ）計画変更の手続き

＜建築主事又は
指定確認検査機関＞

＜所管行政庁又は
登録省エネ判定機関＞

（１） 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律

建築物エネルギー消費性能基準
適合認定建築物

この建築物は、建築物のエネルギー消費性能の
向上に関する法律第36条第２項の規定に基づき、
建築物エネルギー消費性能基準に適合していると
認められます。

建築物の名称 Aビル
建築物の位置 ○県○市○○3-5
認定番号 23
認定年月日 2017年5月7日
認定行政庁 ○市
適用基準 一次エネルギー消費量基準（新築建築物）適合

＜既存建築物が基準適合していることをアピール＞

■ 既存建築物の省エネ改修をして、基準適合とした

場合のアピール

⇒行政庁による認定を受け、

基準適合認定マーク（eマーク）を表示

＜基準レベル以上の省エネ性能をアピール＞

■ 新築時等に、特に優れた省エネ性能をアピール

⇒第三者機関による評価を受け、

省エネ性能に応じて５段階で★表示

第７条ガイドライン
を踏まえたデザイン

※既存建築物でも
活用可能

※ 適合性判定、届出、又は誘導基準認定（容積率特例）等の申請書類（一次エネルギー消費量算定結果）を活用可能

建物種別 件数

非住宅建築物 694 

戸建住宅 32,438

共同住宅 8,842

計 41,974

【ＢＥＬＳ実績（H29.11末時点）】

建物種別 件数

非住宅建築物 ３

【基準適合認定マーク実績（H29.11末時点）】
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（２） 建築物の省エネ化に向けた取組み

先導性の高い住宅・建築物の省エネ・省ＣＯ２プロジェクトについて民間等から提案を募り、支援を行う

平成30年度予算案：102.21億円の内数

事業の成果等を広く公表することで、取り組みの広がりや社会全体の意識啓発に寄与することを期待

【概要と目的】

【省エネ・省ＣＯ２の実現性に優れたリーディングプロジェクトのイメージ】

「先進性」と「普及・波及性」を兼ね備えたプロジェクトを先導的と評価

■一括受電設備・非常用
発電機能付きコージェネ

■BCP・LCPの拠点の整備

■地中熱等、複数の熱源
群の最適制御

外観 帰宅困難者
受け入れゾーン

地中熱

■個々の建築物で既に導入されている
技術であるBEMS（※１）やコージェネ
レーションを建物間で利用し、CEMS
（※２）や電力・熱の融通を実現

エネルギー
ディスプレイ

隣接する建築物

※１ ビルエネルギーマネジメントシステム
※２ コミュニティエネルギーマネジメントシステム

■サーカディアン照明等、
作業環境にも配慮した
省エネ技術

（２） 建築物の省エネ化に向けた取組み

＜補助対象＞ 先導的な技術に係る設計費、建設工事費等のうち国土交通省が認める部分

＜補助率＞ 補助対象工事の１／２等

＜限度額＞ 原則５億円（さらに、一部部門については、総事業費の５％を上限とする）

＜募集予定＞ ４月下旬～６月中旬および９月上旬～１０月中旬

＜その他＞ 「災害時の継続性」・「建物間のエネルギー融通」・「複数技術の効率的な組合せ」

・「健康・介護」・「少子化対策」等に資する省エネ・省ＣＯ２プロジェクトは積極的に補助

【対象となる事業】

戸建住宅 共同住宅 建築物（非住宅）

新築 ○ ○ ○

改修 ○ ○ ○

その他、省ＣＯ２に係るマネジメントシステムの整備や技術の検証事業も対象

【事業の流れ】

応募

評価

委員会

採択

交付申請

事業実施

完了報告

補助金
交付

【補助額・スケジュール等】

複数年事業も可能

平成30年度予算案：102.21億円の内数
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（２） 建築物の省エネ化に向けた取組み

採択事業は、東京都をはじめと
する人口密集地に集中している

【2017年11月現在の各都道府県採択事業数】

順位 都道府県 件数 割合

１ 東京都 ４５ ２５％

２ 大阪府 ２７ １５％

３ 愛知県 １２ ７％

４ 神奈川県 １０ ６％

５ 兵庫県 ９ ５％

上記５都府県計 １０３ ５７％

全体 １８０ １００％

全国各地への省エネ・省ＣＯ２プ
ロジェクトの普及に向けて、地域
特性を踏まえた提案の場合、過
去に採択された内容のもので
あっても積極的に評価します。

（２） 建築物の省エネ化に向けた取組み

※延面積が、概ね5,000m2（最大でも10,000m2）未満の中小建築物が対象

・総合的な建築物の環境性能について、ＣＡＳＢＥＥのＳランク相当の性能を有するもの

・省エネルギー性能について、ＢＥＬＳの５つ星の性能を有するもの

・上記２項目については、第三者評価を取得するものであること

・先導的な省ＣＯ２技術（普及途上、過去に採択済み及びその類似の技術でも可）をバランス良く導入するもの

岐阜商工信用組合本部新築計画（株式会社竹中工務店）平成29年度第１回サステナブル建築物等先導事業（省CO2先導型）

■プロジェクト事例

建物用途 事務所
延床面積 3,910 m2

ＢＥＩ 0.60
ＢＰＩ 0.80
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（２） 建築物の省エネ化に向けた取組み

京都地場工務店の「省エネ住宅研究会」による京都型省CO2住宅普及
プロジェクト（省エネ住宅研究会）

平成20年度第2回省CO2推進モデル事業

地場の工務店のグループが、共通技術と各社それぞれの独自技術を用いた省CO2型木造戸建住宅
を建設・公開し、ユーザーの体感拠点、効果検証の場とするプロジェクト

（２） 建築物の省エネ化に向けた取組み

民間等が行う省エネ改修工事に対し、改修後の省エネ性能を表示をすることを要件に、国が事業の
実施に要する費用の一部を支援する。

社会全体の建築物ストックの省エネ改修等を促進することを期待。

【概要と目的】

【建築物の改修工事における支援対象のイメージ】

断熱材
（例：グラスウール）

窓サッシ・
窓ガラス（例：複層ガラス）

高効率空調設備

○ 躯体の省エネ改修
・ 天井、外壁等（断熱）
・ 開口部（複層ガラス、二重サッシ等） 等

○ 省エネ性能の表示

○ 高効率設備への改修
・ 空調、換気、給湯、照明 等

ＬＥＤ照明

スロープの設置

○ バリアフリー改修※
・ 廊下等の拡幅
・ 手すりの設置
・ 段差の解消 等

※省エネ改修工事に併せて実施するもの

平成30年度予算案：102.21億円の内数
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（２） 建築物の省エネ化に向けた取組み

【事業の要件】

＜補助対象＞ （省エネ改修工事・バリアフリー改修工事・エネルギー計測等・省エネ性能の表示）に要する費用

＜補助率＞ 補助対象工事の１／３

＜限度額＞ ５，０００万円/件（設備部分は２，５００万円）

バリアフリー改修を行う場合にあっては、当該省エネ改修の補助額を限度に、その費用として２，５００万円加算

＜募集予定＞ ４月下旬～６月中旬、９月上旬～１０月中旬、（１１月上旬～１２月中旬）

【補助額・スケジュール等】

以下の要件を満たす、建築物（非住宅）の改修工事

①躯体（壁・天井等）の省エネ改修を伴うものであること
②改修前と比較して15%以上の省エネ効果が見込まれること
③改修後に一定の省エネ性能に関する基準を満たすこと
④省エネ性能を表示すること 他

【事業の流れ】

応募

要件適合

確認

採択

交付申請

事業実施

完了報告

補助金
交付

平成30年度予算案：102.21億円の内数

（２） 建築物の省エネ化に向けた取組み

※データ数１２３件

バリアフリー無
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（２） 建築物の省エネ化に向けた取組み

【事業の要件】
以下の要件を満たす、建築物の改修工事
①躯体（壁・天井等）の省エネ改修を伴うものであること
②改修前と比較して15%以上の省エネ効果が見込まれること
③改修後に一定の省エネ性能に関する基準を満たすこと
④省エネ性能を表示すること

○過去採択案件の事例（簡略版）をホームページ※上で公開中

どのようにすれば【事業の要件】に適合するかの参考にして下さい。

１．手法別省エネ率の積み上げ事例と省エネ改修工事の内容

２．提案申請書例（書き方）

３．機器一覧表を用いた省エネ率の確認方法例

４．省エネ性能に関する基準（ＢＥＬＳ）への適合方法例

※既存建築物省エネ化推進事業ホームページ：http://hyoka-jimu.jp/kaishu/index.html

（２） 建築物の省エネ化に向けた取組み

改修を伴わない場合における既存住宅・建築物の省エネ診断・表示に対する支援を行う。

【事業の要件】 300㎡以上の既存住宅・建築物における省エネ性能の診断・表示
※ 「省エネ性能の診断」については、エネルギー使用量の実績値の算出ではなく、

設計図書等を基にした、設計一次エネルギー消費量の計算とする。
※ 「表示」については、建築物省エネ法に基づく第三者認証等とする。

（基準適合認定表示、BELS等）

【補助率】 1/3（特に波及効果の高いものは定額）
【募集予定】 ４月下旬～１１月下旬

■補助対象となる費用
①設計一次エネルギー消費量、ＢＥＩ等の計算に要する費用
②基準適合認定表示、BELS等の第三者認証取得に必要な申請手数料
③表示のプレート代など

■表示の例（広告チラシやフロアマップ）

省エネ性能
の表示

○○百貨店

ガーデニング雑貨やナチュラル雑貨、そして、
その雑貨にピッタリのグリーンを集めています。
モスポット、ブリキやアイアン雑貨、キャベツボッ
クス、ジャンク雑貨などナチュラルガーデニング
に欠かせないアイテムを数多く取り揃えていま
す。

スーツやフォーマルはもちろん、洋品、靴にいたるま
で、紳士服、レディース用品の全てが揃います。ハン
カチ、ソックス、ジャケット、スラックスからスーツまで、
トータルにおしゃれを演出。取り扱いブランドもマクレ
ガーを中心に、世界の一流品をラインアップ。

○○書店のこだわりである「愚直なまでに“本”
の品揃えにこだわる」「図書館に負けない快適
さ」を実現するために、本店一同日々努力して
います。 皆様のご来店、心よりお待ち申しあげ
ております。

流行の新作レディースファッションなどが大集
合！サイズ別にも品数豊富に取り揃え。オシャ
レなトレンドアイテムいっぱい。

スカーフや傘などの婦人雑貨、国内
外の約60のブランドを揃えるハンド
バッグ、ラグジュアリーブランドが充実
するアクセサリーフロア。指輪やペア
リング、ネックレス、ピアスなども多数
ご用意しております。誕生日プレゼン
トや記念日の贈り物にも。

1北欧・カフェ系のおしゃれなソファや使
いやすいサイズのダイニングテーブル
から色やサイズの種類豊富なチェア
やキャビネット、テレビボードまで好み
に合わせてインテリアを選べます。

当店の省エネ性能

毎日の食品や日用品が、いつだってカカ
クヤスク。商品豊富に揃ってます。スー
パーのお得な特売チラシをネットでご覧
頂けます。ツイッターの激安タイムセー
ル情報も配信.

建築物エネルギー消費性能基準
適合認定建築物

所在地：東京都千代田区丸の内○丁目１−○ 電話：03-5253-○○○○
HP：http://.+++.*?¥¥¥.com/<>?_**lkjhno/○○百貨店

皆様のご来店を心よりお待ちしております。

＜波及効果の高いものとして想定される取組みの例＞

下記のような取組みを一体的に行う場合

・企業の環境行動計画への位置付け
・広告チラシやフロアマップに表示を掲載
・建物エントランスの目立つ場所にプレートを表示
・環境教育の取り組みと連携して表示を活用
（エコストアガイドマップの作成と表示、エコストア探検ツアー等） 等

★事例の詳細は下記ＨＰに記載

※取り組みの波及効果については、専門家等の判断による。

http://www.kkj.or.jp/kizon_se/kizonh29-seinoushindan_dl.html#saitakujirei
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（２） 建築物の省エネ化に向けた取組み

さらに省CO2化を進めた先導的な低炭素住宅
（ライフサイクルカーボンマイナス住宅（ＬＣＣＭ住宅））

省エネ性能表示
（BELS）を活用した
申請手続の共通化

関連情報の
一元的提供

将来の更なる普及に向けて供給を促進すべきZEH

※ より高性能なＺＥＨ、建売住宅、集合住宅（中高層）

ＺＥＨに対する支援

中小工務店が連携して建築するＺＥＨ

※ ZEHの施工経験が乏しい事業者に対する優遇

関係省庁（経済産業省・国土交通省・環境省）が連携して、住宅の省エネ・省ＣＯ２化に取り組み、

２０２０年までにハウスメーカー等が新築する注文戸建住宅の半数以上をＺＥＨにし、２０３０年までに
建売戸建や集合住宅を含む新築住宅の平均でＺＥＨを実現することを目指す。

引き続き供給を促進すべきＺＥＨ

※ 注文住宅、集合住宅（低層）

H30予算案:10,221百万円の内数 【国土交通省】

H30予算案：60,040百万円の内数 【経済産業省】

H30予算案：8,500百万円の内数 【環境省】

H30予算案：11,500百万円の内数 【国土交通省】

（２） 建築物の省エネ化に向けた取組み 平成30年度予算案：115億円

地域における木造住宅の生産体制を強化し、環境負荷の低減を図るため、資材供給、設計、施工など
の連携体制による、省エネルギー性能や耐久性等に優れた木造住宅・建築物の整備に対して支援する。

関連事業者の
連携体制の構築

•地域型住宅の規格・仕様
•資材の供給・加工・利用
•積算、施工方法
•維持管理方法
•その他、グループの取組

共通ルールの設定

グループの構築

建築士
事務所

建材流通
事業者

プレカット
事業者

中小
工務店

原木
供給者

製材
事業者

長寿命型

高度省エネ型

補助限度額

110万円/戸 ※１長期優良住宅

認定低炭素住宅
性能向上計画認定住宅
ゼロ・エネルギー住宅

110万円/戸 ※１

110万円/戸 ※１

140万円/戸 ※２

太陽熱温水器

高効率給湯機
劣化対策

耐震性

計画的な維持管理

優良建築物型

認定低炭素建築物など一定の良質な建築物

補助限度額 ：１万円/平米（床面積）

外皮の
高断熱化

外皮の高断熱化

１次エネルギー消費量が
基準と比べ少ない

その他一定の措置（選択）
・ＢＥＭＳの導入
・節水対策

・ヒートアイランド対策 等

補助対象（住宅）のイメージ … 補助額：掛増し費用の1/2以内かつ対象事業費の1/10以内

補助対象（建築物）のイメージ … 補助額：掛増し費用の1/2以内

・地域材加算………主要構造材（柱・梁・桁・土台）の過半に地域
材を使用する場合、20万円/戸を限度に補助額を加算

・三世代同居加算…玄関・キッチン・浴室又はトイレのうちいずれか２つ
以上を複数箇所設置する場合、30万円/戸を限度に補助額
を加算

※１ ４戸以上の施工経験を有する事業者の場合、
補助限度額100万円/戸

※２ ４戸以上の施工経験を有する事業者の場合、
補助限度額125万円/戸

地
域
型
住
宅
・
建
築
物
の
整
備
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（２） 建築物の省エネ化に向けた取組み

住宅の躯体・設備の省エネ性能の向上、再生可能エネルギーの活用等により、年間での
一次エネルギー消費量が正味（ネット）で概ねゼロになる一戸建て住宅。

y 
座標

x 座標

100
90 80

70 60
50

40 30 4 0
5 0

ＨＥＭＳ

太陽熱温水器

高効率空調蓄電池

躯体の高気密化

躯体の高断熱化

太陽光発電

高効率給湯器

冬季の日射取得
夏季の日射遮蔽

創エネ
効果

【ゼロ・エネルギー住宅で活用が想定される技術の例】

【補助額・スケジュール等】

＜補助対象＞ ゼロ・エネルギー住宅とするための掛かり増し費用 等

＜補助率＞ 補助対象の１／２

＜限度額＞ １４０万円/戸（過去当該補助事業によって補助を受けた戸数が４戸以上の事業者は１２５万円/戸）

新築の場合は、上記金額と建設工事費の１割の少ない方を上限とする

＜募集予定＞ （グループ募集）４月頃～

（交付申請）グループ採択決定後～

（２） 建築物の省エネ化に向けた取組み
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（２） 建築物の省エネ化に向けた取組み

（２） 建築物の省エネ化に向けた取組み
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（２） 建築物の省エネ化に向けた取組み

融資
【フラット35S】（（独）住宅金融支援機構）

○耐震性や省エネルギー性等に優れた住宅を取得する場合、当初５年間の金利を引き下げ
○認定長期優良住宅、認定低炭素住宅といった特に優れた住宅を取得する場合は、当初１０年間の金利を引き下げ

税

【所得税／登録免許税／不動産取得税／固定資産税】（国土交通省）

○認定長期優良住宅化リフォーム、一定の省エネ改修を行った住宅について、所得税・固定資産税の特例措置
○認定長期優良住宅について、所得税・登録免許税・不動産取得税・固定資産税の特例措置
○認定低炭素住宅について、所得税・登録免許税の特例措置

【贈与税】（国土交通省）

○省エネルギー性等に優れた住宅を取得等するための資金の贈与を受けた場合、贈与税の非課税限度額を500万円加算

補助

【サステナブル建築物等先導事業】（国土交通省）

○先導的な技術に係る建築構造等の整備費、効果の検証等に要する費用 等 【補助率】１／２ （補助限度額は条件による）

【地域型住宅グリーン化事業】（国土交通省）

○中小工務店においてゼロ・エネルギー住宅等とすることによる掛かり増し費用相当額 等 【補助率】１／２ （補助限度額は条件による）

【長期優良住宅化リフォーム推進事業】（国土交通省）

○既存住宅の長寿命化に資するリフォームに要する費用 等 【補助率】１／３ （補助限度額100万円／戸 等）

【ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）支援事業】（経済産業省、国土交通省、環境省）

○ZEHビルダーにより建築されるZEH+の導入や集合住宅におけるZEHの実証等を支援【補助率】定額（戸建ZEH+115万円／戸、集合２／３等）

【次世代省エネ建材の導入支援事業】（経済産業省）

○工期短縮可能な高性能断熱建材や蓄熱、調湿建材の導入を支援 【補助率】１／２ （補助限度額：戸建200万円／戸、集合125万円／戸）

【燃料電池の利用拡大に向けたエネファーム等導入支援事業費補助金】（経済産業省）

○一般家庭等がエネファームを導入する場合に、一定額を補助 【補助率】定額 （補助限度額11万円（PEFC）、16万円（SOFC）など）

【ZEH化による住宅における低炭素化促進事業】（環境省、経済産業省、国土交通省）

○ZEHを新築または改修しZEH化等により低炭素化となるものに対し、一定額を補助 等 【補助率】定額 （70万円／戸 等）

【高性能建材による住宅の断熱リフォーム支援事業】（環境省、経済産業省）
○既存住宅について、高性能建材導入に係る経費の一部を補助 等 【補助率】１／３ （補助限度額：戸建120万円／戸 、集合15万円/戸等）

【賃貸住宅における省CO2促進モデル事業】（環境省、国土交通省）

○低炭素型賃貸住宅を新築又は改修し、広く一般に環境性能を表示し周知を図る事業に対し、低炭素化に寄与する設備等の導入費用の一部
【補助率】 １／２（補助限度額60万円／戸）、１／３（補助限度額30万円／戸）

※１ 長期優良住宅 ：長期にわたり良好な状態で使用できる耐久性、耐震性、維持保全容易性、可変性、省エネ性等を備えた良質な住宅として、認定を受けた住宅

※２ 低炭素住宅 ：高い省エネ性能等を備えたものして、認定を受けた住宅・建築物

※３ 事業名・交付要件等は未定のため、一部変更となる可能性がございます。

新築

改修

新築

新築

改修

新築 改修

新築 改修

改修

新築 改修

新築 改修

新築 改修

新築 改修

改修

新築 改修

改修

（２） 建築物の省エネ化に向けた取組み

融資 －

税
【法人税／所得税／法人住民税／事業税、固定資産税】（経済産業省）

○中小企業が認定経営力向上計画に基づき一定の省エネ設備の取得等をし、事業の用に供した場合、即時償却又は税額控除の特例措置
さらに、償却資産の場合には固定資産税の軽減措置

補助

【サステナブル建築物等先導事業】（国土交通省）

○先導的な技術に係る建築構造等の整備費、効果の検証等に要する費用 等
【補助率】１／２ （補助限度額は条件による）

【地域型住宅グリーン化事業】（国土交通省）

○中小工務店において認定低炭素建築物等とすることによる掛かり増し費用相当額 等
【補助率】１／２ （補助限度額は条件による）

【既存建築物省エネ化推進事業】（国土交通省）

○既存建築物について躯体改修を伴い省エネ効果１５％以上が見込まれるとともに、改修後に一定の省エネ性能に関する基準を満たす省エ
ネ改修の費用 等

【補助率】１／３ （補助限度額5000万円／件 等）

【ネット・ゼロ・エネルギー・ビル（ＺＥＢ）実証事業】（経済産業省、環境省）

○ZEB（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）の建築実証に対し、高効率設備等の導入費用の一部
【補助率】２／３ （補助限度額：未定）

【エネルギー使用合理化等事業者支援事業】（経済産業省）

○既設設備の入れ替え、EMSの導入等により省エネ対策を行う際に必要となる費用の一部
【補助率】１／２、１／３、１／４ （補助限度額：15億円/年度（平成29年度実績））

【業務用施設等におけるネット・ゼロ・エネルギー・ビル（ＺＥＢ）化・省CO2促進事業】（環境省、経済産業省、国土交通省、厚生労働省）

○既存テナントビルにおいてグリーンリース契約等を締結のための調査に必要な費用、当該契約等に基づき行う省CO2改修費用（設備費）
【補助率】１／２

○地方公共団体所有施設及び中小規模の業務用ビル等に対し、ZEBの実現に資する省エネ・省CO2性の高いシステムや高性能設備機器
等の導入費用
【補助率】２／３

○既存の民間建築物等及び地方公共団体所有施設に対し、省CO2性の高い設備機器等の導入費用
【補助率】１／３

○国立公園内の宿舎事業施設（ホテル、旅館等）に対し、省CO2性の高い機器等の導入費用
【補助率】１／２（太陽光発電設備のみ１／３）

新築 改修

新築 改修

新築

改修

新築 改修

新築 改修

改修
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【機密
性２】

＜memo＞
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（１）良質な木造住宅・建築物の供給促進に向けた取組み

・地域型住宅グリーン化事業

・サステナブル建築物等先導事業（木造先導型）

・サステナブル建築物等先導事業（気候風土適応型）

（２）木造住宅・建築物の施工技術体制の強化や施工技術力

の向上を図る取組み

・地域に根ざした木造住宅施工技術体制整備事業

・住宅省エネルギー技術講習会

（３）合法伐採木材等の流通や利用の促進に向けた取組み

・クリーンウッド法
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（１）良質な木造住宅・建築物の供給促進に向けた取組み

① 本事業に取り組もうとする、流通事業者、建築士、中小工務店等からなるグループによる、「『地域
型住宅』生産の基本方針」及び「『地域型住宅』生産の共通ルール」等に関する提案を募集。

② これら提案内容に基づく活動を行うことを要件として国土交通省が提案を採択し各グループへの
配分枠を通知。

③ 申請手続きマニュアルに従い、補助対象となる木造住宅・建築物ごとに補助金交付申請。

④ 事業完了後に実績報告を提出。

関連事業者の
連携体制の構築

•地域型住宅の規格・仕様
•資材の供給・加工・利用
•積算、施工方法
•維持管理方法
•その他、グループの取組

共通ルールの設定

グループの構築

建築士
事務所

建材流通
事業者

プレカット
事業者

中小
工務店

原木
供給者

製材
事業者

地域における木造住宅の生産体制を強化し、環境負荷の低減を図るため、資材供給、設計、施工
などの連携体制による、省エネルギー性能や耐久性等に優れた木造住宅・建築物の整備に対して
支援する。

平成30年度予算案：115億

（１）良質な木造住宅・建築物の供給促進に向けた取組み

長寿命型

高度省エネ型

（１）長期優良住宅 ： １１０万円／戸※１ 太陽熱温水器

高効率給湯機
劣化対策

耐震性

計画的な維持管理

優良建築物型

（５） 一定の良質な木造建築物 ※３ ： １万円／㎡ (床面積)

外皮の

高断熱化

外皮の高断熱化

１次エネルギー消費量が
基準と比べ少ない

その他一定の措置（選択）
・ＢＥＭＳの導入
・節水対策

・ヒートアイランド対策 等

補助対象のイメージ

補助対象のイメージ

・ 地域材加算………主要構造材（柱・梁・桁・土台）の過半に地域材を使用する場合、20万円/戸を限度
に補助を加算

・ 三世代同居加算… キッチン、浴室、トイレ又は玄関のうち、いずれか２つ以上を住宅内に複数箇所設置
する場合、30万円/戸を限度に補助を加算

※１ 掛増し費用の1/2以内。施工経験４戸以上の事業者の場合は １００万円／戸
※２ 掛増し費用の1/2以内。施工経験４戸以上の事業者の場合は １２５万円／戸

（２） 認定低炭素住宅 ： １１０万円／戸 ※１

（３） 性能向上計画認定住宅 ： １１０万円／戸 ※１

（４） ゼロ・エネルギー住宅 ： １４０万円／戸
※２

補助限度額

補助限度額

補助限度額

※３ 認定低炭素建築物、BELS、CASBEEのいずれかの認定や評価等

を受けた木造建築物
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（１）良質な木造住宅・建築物の供給促進に向けた取組み

エリア 都道府県
グループ数
（事務局所在）

エリア計 エリア 都道府県
グループ数
（事務局所在）

エリア計

北海道 北海道 ２０ ２０

近畿

福井県 １３

１１９
東北

青森県 ２５

１３９

和歌山県 ６

岩手県 ２６ 兵庫県 ２６

秋田県 １５ 奈良県 １２

山形県 ２０ 大阪府 ３９

宮城県 ２３ 滋賀県 １１

福島県 ３０ 京都府 １２

関東

栃木県 １３

１８１

四国

徳島県 ６

３１
東京都 ４５ 高知県 ３

千葉県 １７ 香川県 １１

神奈川県 ２２ 愛媛県 １１

埼玉県 ２４

中国

島根県 ６

５５

群馬県 １６ 鳥取県 ４

茨城県 １３ 山口県 １２

山梨県 ８ 広島県 １８

長野県 ２３ 岡山県 １５

北陸

富山県 ８

４３

九州・沖縄

福岡県 ４３

１１６

石川県 １２ 佐賀県 ９

新潟県 ２３ 長崎県 １２

中部

静岡県 ４１

１０１

熊本県 １２

岐阜県 １８ 大分県 １０

愛知県 ３３ 宮崎県 １３

三重県 ９ 鹿児島県 １４

沖縄県 ３
採択グループ数 ： 805件

（１）良質な木造住宅・建築物の供給促進に向けた取組み

○採択グループにおける関連事業者数（延べ数）

○補助件数及び事業者数等

年度 採択グループ数 補助件数 実績額（百万円）
平成24年度 461 4,473 5,138
平成25年度 480 5,505 5,517
平成26年度 486 7,846 8,260
平成27年度 725 10,176 11,476
平成28年度 797 10,032 11,613

計 のべ 2,949 38,032 42,004
平成29年度 805 － －

地域型住宅グリーン化事業

業種区分 H24～H26
グループあたり

H27 H28 H29
事業者数 グループあたり 事業者数 グループあたり 事業者数 グループあたり

Ⅰ 原木供給 5.1社 4,855社 6.8社 5,573社 7.0社 5,324社 6.6社

Ⅱ 製材・集成材製造・合板製造 7.4社 7,223社 10.１社 8,285社 10.4社 7,954社 9.9社

Ⅲ 建材（木材）流通 5.4社 4,743社 6.6社 5,313社 6.7社 5,130社 6.4社

Ⅳ プレカット加工 3.5社 3,214社 4.5社 3,803社 4.8社 3,613社 4.5社

Ⅴ 設計 10.3社 7,489社 10.4社 8,315社 10.5社 7,345社 9.1社

Ⅵ 施工 23.3社 19,344社 26.9社 18,655社 23.4社 16,970社 21.1社

Ⅶ 流通（木材以外） 0.6社 771社 1.1社 961社 1.2社 782社 1.0社

Ⅷ その他 1.6社 976社 1.4社 1,008社 1.3社 814社 1.0社

計 37.8社 50,050社 69.6社 51,913社 65.1社 47,932社 59.5社

地域型住宅ブランド化事業
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（１）良質な木造住宅・建築物の供給促進に向けた取組み

木造化に係る住宅・建築物のリーディングプロジェクトを広く民間等から提案を募り、
支援を行うことにより、総合的な観点からサステナブルな社会の形成を図る。

下記の要件を満たす木造建築物
（公募し、有識者委員会により選定）

木質ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ構造部材
を使用した耐火建築物

【調査設計費】
先導的な木造化に関する費用の１／２以下。

①構造・防火面の先導的な設計・施工技術の導入
②使用する材料や工法の工夫により整備コストを低減させるなどの、
木材利用に関する建築生産システムについて先導性を有するもの

③建築基準法上特段の措置を要する一定規模以上のもの
④多数の者が利用する施設
⑤設計・施工に係る技術等の公開の実施等

CLT工法による木造ﾎﾃﾙ

民間事業者、地方公共団体等

●補助対象事業者

●対象プロジェクト

【建設工事費】
木造化による掛増し費用の１／２以下。
（ただし算出が困難な場合は建設工事費の15％）

●補助額

（１）多様な用途の先導的木造建築物への支援

先導的な設計・施工技術が導入される実用的で多様な用途の
木造建築物等の整備に対し、国が費用の一部を助成。

（２）実験棟整備への支援と性能の検証

【調査設計費及び建設工事費】
定額 （上限30百万円）

●補助対象事業者

●対象プロジェクト

●補助額

民間事業者、地方公共団体等

CLT（直交集成板）パネル CLT工法による実験棟

① 木材利用に関する建築生産システム等の先
導性を有するもの

② 国の制度基準に関する実験・検証を行うもの
③ 公的主体と共同または協力を得た研究の実施
④ 実験・検証の内容の公表
⑤ 実験・検証の一般公開等による普及啓発等

下記の要件を満たす木造の実験棟
（公募し、有識者委員会により選定）

ＣＬＴ等新たな木質建築材料を用いた工
法等について、建築実証と居住性等の実
験を担う実験棟の整備費用の一部を助成。

※補助額の上限は原則合計５億円

平成30年度予算案：102.21億円の内数

（１）良質な木造住宅・建築物の供給促進に向けた取組み

○外観

◆ 補助対象住宅のイメージ

●対象プロジェクト

伝統的な住文化を継承しつつも、環境負荷の低減を図るモデル的な住宅の建設に対して、国が掛かり増し費用の
一部を補助。

気候風土適応型 （地域の気候風土に応じた環境負荷の低い住宅） の概要

風土に応じた木造住宅の建築技術等に係るリーディングプロジェクトを広く民間等から提案を募り、気候風土に応じた木造住宅の建築技術等に係るリーディングプロジェクトを広く民間等から提案を募り、
支援を行うことにより、総合的な観点からサステナブルな社会の形成を図る。

伝統的な木造建築技術を応用
しつつ、省エネ化の工夫や現行
基準で評価が難しい環境負荷低
減対策等を図ることにより、長期
優良住宅や低炭素住宅と同程度
に良質なモデル的な木造住宅の
建設。

※専門家による評価委員会によ
り、審査を実施。

○土壁で外断熱とした施工

●補助対象事業者

民間事業者等

気候風土に適応した環境負荷の
低い住宅とすることによる掛増し工
事費用の１／２。ただし、補助対象
となる部分の建設工事費全体の
10％以内又は戸あたり100万円のう
ち少ない金額を上限とする。

●補助額

○内観

●現行の省エネ基準では評価が難しい
環境負荷低減を図る取組（例）

縁側の両側のガラスと障子等による
ダブルスキンで断熱効果を向上

地域材の多用

通風など建築計画の工夫による冷房
負荷等の低減

平成30年度予算案：102.21億円の内数
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（２）木造住宅・建築物の施工技術体制の強化や施工技術力の向上を図る取組み

急激な大工技能者の減少・高齢化に対し、地域における木造住宅施工技術体制を維持・整備し、
地域の優良な住宅ストックを形成するため、民間事業者からなるグループが行う大工技能者育成
のための研修活動を支援する。

区分 主な研修内容

①全国的に共
通する課題に
対応した取組

•地域の住宅の適切な維持・更新対応
•被災住宅応急修理、応急仮設住宅供
給対応

•長期優良住宅対応
•その他､特に政策的に対応が必要と認
められる取組

② 生産性向上、
地域の気候風
土等の取組

•住宅生産における機械化、資材の標準
化対応

•地場産材・産品活用、地域に承継され
る工法対応

•労働安全衛生関係

１．事業内容 ： 民間事業者からなるグループ
が行う大工技能者育成のた
めの研修活動

２．補助事業者 ： 民間事業者からなるグルー
プ等（団体・協議会等）

※ ただし、グループを構成する事業者が手がけた
建物の維持・更新について、グループ内で適切に
継承できる体制が確保されているものに限る

※ 実施主体を公募の上、外部有識者による評価
委員会の審議を経て採択

３．補助対象 ：研修会の運営に必要な経費

４．補 助 率 ：右記区分
①は定額、 ②は１／２

＜支援対象とする研修内容＞

平成30年度予算案：4.50億円

（２）木造住宅・建築物の施工技術体制の強化や施工技術力の向上を図る取組み

戸建住宅の約４割を供給する中小の工務店では省エネ技術が十分に浸透していない
ため、 平成２４年度より、地域の木造住宅生産を担う中小工務店の断熱施工技術の
向上など、地域における省エネ住宅の生産体制の整備・強化に対する支援に重点的に
取り組んでいるところ。

○対象は、大工、施工技術者、設計者。講習内容は、施工者向けと設計者向け等がある。

○各都道府県において平成２８年度は７５６回開催、２９年度は約７００回を予定。
平成27年度からは従来の１日講習に加え、半日講習も開催。
平成24～28年度で延べ約１０．３万人が受講
（H26年度：約2.6万人、H27年度：約2.3万人、H28年度約2.0万人）

○開催場所、日時、申込場所は以下の「住宅省エネルギー講習会」のHPを参照
URL：http://www.shoene.org

○（公財）日本建築士会連合会のＣＰＤ認定講習

講習

実技指導

住宅省エネ化推進体制強化

◆ 戸建て住宅の省エネ基準適合義務化の実施による温室効果ガス排出量の抑制。

◆ 中小工務店等の技術力向上・競争力強化を通じた住宅市場の活性化と省エネ基準に
適合した良質な住宅ストックの形成。

木造住宅の省エネ基準適合率の向上

地球温暖化対策計画に定められた家庭部門のCO2排出量の2030年度の削減目標に向け、住宅の省エネル
ギー基準適合率の向上が求められているところ、近年の省エネ基準達成率は約５割。

省エネルギー基準適合率の向上
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（３）合法伐採木材等の流通や利用の促進に向けた取組み

◎国の責務[４条]
・必要な資金の確保
・情報の収集及び提供
・登録制度の周知
・事業者及び国民の理解を

深める措置 等
◎適切な連携[31条]
◎国際協力の推進[32条]

国

・木材等：木材及び木材を加工し、又は主たる原料として製造した家具、紙等の物
品であって主務省令で定めるもの（リサイクル品を除く。）[２条１項]

・合法伐採木材等：我が国又は原産国の法令に適合して伐採された樹木を材料とする木材及
び当該木材を加工し、又は主たる原料として製造した家具、紙等の物品で
あって主務省令で定めるもの（リサイクル品を除く。） [２条２項]

定義

※ 施行日 ： 平成29年5月20日

◎事業者の責務⇒木材等を利用するに当たっては、合法伐採木材等
を利用するよう努めなければならない[５条]

事業者

木材等の製造、加工、輸入、輸出又は販売（消費者に
対する販売を除く。）をする事業、木材を使用して建築物そ
の他の工作物の建築又は建設をする事業その他木材等を利用
する事業であって主務省令で定めるものを行う者[２条３項]

木材関連事業者

・合法伐採木材等の利用を確保するための措置を適切かつ確実に講ず
る木材関連事業者は、登録により「登録木材関連事業者」という名
称を用いることができる[８条、13条１項]。

※登録を受けた者以外が当該名称又はこれと紛らわしい名称を
用いた場合は罰則あり[13条２項、37条]。

登録木材関連事業者

登録

◎流通及び利用の促
進に関する基本方針
の策定[３条]

主
務
大
臣

・木材関連事業者の判断の
基準となるべき事項を定
める[６条]。

・上記事項を勘案して、指
導及び助言を行う[７条]。

・木材関連事業者に対する
報告徴収及び立入検査を
行う[33条]。

申請

登録実施機関 ➢ （公財）日本合板検査会
➢ （公財）日本住宅・木材技術センター ➢ （一財）日本ガス機器検査協会
➢ （一社）日本森林技術協会 ➢ （一財）建材試験センター （平成29年12月現在）

〇地域型住宅グリーン化事業
【平成２９年度当初】 平成３０年１～３月、再配分を実施予定

【平成３０年度当初】 平成３０年４月、グループ募集開始予定

〇サステナブル建築物等先導事業（木造先導型）
【平成３０年度当初】 平成３０年４月下旬～６月上旬、９月上旬～１０月中旬

〇サステナブル建築物等先導事業（気候風土適応型）
【平成３０年度当初】 平成３０年４月下旬～６月中旬、１０月下旬～１２月上旬

〇地域に根ざした木造住宅施工技術体制整備事業
【平成３０年度当初】 平成３０年４月下旬、公募開始予定

〇合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関する法律
・木材関連事業者の登録 随時実施中

引き続き、ご協力を宜しくお願いします。
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【機密
性２】

＜memo＞

45



46



住宅生産課が所管する平成３０年度の補助事業について、国土交通省ホーム
ページ内の下記のページにおいて、順次、各事業の公募の開始等に係る情報
を掲載する予定

住宅・建築

平成２９年○月○日 平成２９年度 □□□□□□□□事業

□□□□□□事業を実施する者に対する補助事業の公募についての公示

（公募期間：Ｈ２９．○．○～Ｈ２９．○．○）

ＵＲＬ ： http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk4_000020.html

住宅・建築物に関する補助事業の公募について
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事業名 公募スケジュール（予定）

長期優良住宅化リフォーム推進事業 ４月上旬事業者登録開始

地域型住宅グリーン化事業 ４月グループ募集開始

サステナブル建築物等先導事業（省ＣＯ２先導型）
４月下旬～６月中旬
９月上旬～１０月中旬

サステナブル建築物等先導事業（木造先導型）
４月下旬～６月上旬
９月上旬～１０月中旬

サステナブル建築物等先導事業（気候風土型）
４月下旬～６月中旬
１０月下旬～１２月上旬

サステナブル建築物等先導事業（次世代住宅型）
４月上旬～５月下旬
９月上旬～１０月中旬

既存建築物省エネ化推進事業
４月下旬～６月中旬
９月上旬～１０月中旬
（１１月上旬～１２月中旬）

地域に根ざした木造住宅施工技術体制整備事業 ４月下旬公募開始

住宅・ストック維持向上推進事業 ４月公募開始

住宅瑕疵等に係る情報インフラ整備事業 ４月公募開始

住宅建築技術高度化展開推進事業（先導技術開発） ３月公募開始

住宅建築技術高度化展開推進事業（技術基盤強化） ３月公募開始
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住宅・建築物の取得・改修で活用できる主な予算・税制等制度

新築 改修 既存住宅の取得

補
助
金

融
資

税
制

○長期優良住宅化リフォーム推進事業
【住】 ・・・p10～13

○住宅ローン減税 【住】
・・・パンフレット

○住宅取得等資金に係る贈与税の
非課税措置 【住】

・・・パンフレット

○住宅リフォームに係る減税制度
（所得税・ 固定資産税）【住】

・・・p13、「マンガでわかる住宅
リフォームガイドブック」

○すまい給付金 【住】 ・・・パンフレット ○すまい給付金 【住】 ・・・パンフレット

（
給
付
金
）

○住宅・建築物安全ストック形成事業
【住・建】 ・・・パンフレット

○フラット３５・フラット３５Ｓ 【住】
※中古住宅の取得が条件 ・・・パンフレット

○フラット３５・フラット３５Ｓ 【住】
・・・パンフレット

○住宅ストック維持・向上促進事業
【住】 ・・・p15～17

○フラット３５・フラット３５Ｓ 【住】
・・・パンフレット

○住宅ローン減税 【住】
・・・パンフレット、「マンガでわかる

住宅リフォームガイドブック」

○住宅ローン減税 【住】
・・・パンフレット

○住宅取得等資金に係る贈与税の
非課税措置 【住】

・・・パンフレット、「マンガでわかる
住宅リフォームガイドブック」

○住宅取得等資金に係る贈与税の
非課税措置 【住】

・・・パンフレット

○エネルギー使用合理化等事業者支援
事業（経産省）【建】 ・・・p38

○燃料電池の利用拡大に向けたエネ
ファーム等導入支援事業費補助金
（経産省）【住】 ・・・p37 

○賃貸住宅における省CO2促進モデル
事業（環境省）【住】 ・・・p37

○新たな住宅セーフティネット制度における
登録住宅の改修に対する支援措置
【住】 ・・・パンフレット

○サービス付き高齢者向け住宅整備事業
【住・建】 ・・・パンフレット

○業務用施設等におけるネット・ゼロ・エネ
ルギー・ビル（ZEB）化・省CO2促進事業
（環境省）【建】 ・・・p38

○ネット・ゼロ・エネルギー・ビル（ZEB）
実証事業（経産省）【建】 ・・・p36

○高性能建材による住宅の断熱リフォーム
支援事業（環境省）【住】 ・・・p36

○ZEH化による住宅における低炭素化
促進事業（環境省）【住】 ・・・p36

○ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス(ZEH)
支援事業（経産省）【住】 ・・・p36

○住宅ストック維持・向上促進事業
【住】 ・・・p15～17

○地域型住宅グリーン化事業
【住・建】 ・・・p35、40～41

○地域型住宅グリーン化事業（ゼロ・エネル

ギー 住宅に限る）【住】 ・・・p35、40～41

○サステナブル建築物等先導事業
【住・建】 ・・・p23、29～31、42 

○サステナブル建築物等先導事業
【住・建】 ・・・p23、29～31、42

○既存建築物省エネ化推進事業
【建】 ・・・p32～34

○サービス付き高齢者向け住宅整備事業
【住・建】 ・・・パンフレット

○ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス(ZEH)
支援事業（経産省）【住】 ・・・p36

○次世代省エネ建材の導入支援事業
（経産省）【住】 ・・・p36

○ZEH化による住宅における低炭素化
促進事業（環境省）【住】 ・・・p36

○ネット・ゼロ・エネルギー・ビル（ZEB）
実証事業（経産省）【建】 ・・・p36

○燃料電池の利用拡大に向けたエネ
ファーム等導入支援事業費補助金
（経産省）【住】 ・・・p37 

○業務用施設等におけるネット・ゼロ・エネ
ルギー・ビル（ZEB）化・省CO2促進事業
（環境省）【建】 ・・・p38

○賃貸住宅における省CO2促進モデル
事業（環境省）【住】 ・・・p37
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各制度等に関する問合せ先

平成29年度事業（補助金）に関するお問合せ先（事務局等）

各制度に関するお問合せ先

長期優良住宅化リフォーム推進事業

制度名称 団体名称

住宅性能表示制度
一般社団法人 住宅性能評価・表示協会

TEL ：03-5229-7440
HP ：https://www.hyoukakyoukai.or.jp/

長期優良住宅の認定制度 一般社団法人 住宅性能評価・表示協会 コールセンター
TEL ：03-5229-8136

住宅瑕疵保険制度
一般社団法人 住宅瑕疵担保責任保険協会

TEL ：03-3580-0236
HP ：http://kashihoken.or.jp/

建築物省エネ法
（建築物のエネルギー消費性能の

向上に関する法律）

省エネサポートセンター
Mail ：q30ene＠jsbc.or.jp
HP ：http://lowenergy.jsbc.or.jp/top/support.html

フラット３５制度
（長期固定金利住宅ローン）

独立行政法人 住宅金融支援機構
TEL ：0120-0860-35
HP ：http://www.jhf.go.jp/

すまい給付金
すまい給付金事務局

TEL ：0570-064-186
HP ：http://sumai-kyufu.jp/

地域型住宅グリーン化事業

既存建築物省エネ化推進事業

サステナブル建築物等先導事業

評価室事務局
Mail ：qanda@choki-reform.com
HP ：http://www.kenken.go.jp/chouki_r/

評価事務局
TEL ：03-3222-7721
HP ：

気候風土適応型 省CO2先導型

http://www.kenken
.go.jp/shouco2/

評価事務局
TEL ：03-3560-2886 
HP ：http://chiiki-grn.jp/

評価事務局
FAX ：03-3222-7722（FAXのみ）
HP ：http://hyoka-jimu.jp/kaishu/

※平成30年度事業については、改めてご案内します。

国土交通省にお問い合わせく
ださい。

木造先導型 次世代住宅型

評価・審査室
TEL ：03-5579-8757
HP ：http://kkj.or.jp/kiko

uhuudo/index.html
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【機密
性２】

＜memo＞
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